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まえがき

　政府が示す経済見通しによると，「平成 30年度の日本経
済は緩やかな回復が続いているものの，相次いだ自然災害
の影響による一時的な景気の押し下げも生じており，復旧
復興に努めるとともに，防災・減災，国土強靭化のための
対策を速やかに行う。」とされている。
　平成 30年は多くの大災害を経験したが，中でも 9月 6
日に発生した北海道胆振東部地震に伴うブラックアウト
は，高度に電化・情報化が進んだ社会における電気エネル
ギーライフラインの重要性を改めて浮き彫りにするととも
に，各種インフラの合理的な対策やインフラ相互連携の重
要性を強く印象付けた。
　電気学会は電気学術を担う高度な専門家集団として，社
会及び技術の動向を見ながら，未来のスマート社会の実現
に向けて内外への発信を進めるとともに，学術界と産業界
を繋ぐよりオープンな交流を深め，学協会間の協力や海外
からの参加を拡大してゆくための活動を行った。
　理事会はじめ各会議体は，事業運営の基盤となるグラン
ドデザイン＊「学会の行動目標と重点的に行うべき 4つの
活動」に沿って学会横断的に事業改善に向けた個別アクシ
ョンプランの検討・実施を進め，会員サービスの向上と社
会への貢献に努めた。
　財政面では事業全般の活性化や予算の適切な運用により
収支改善を進め，黒字決算とした。

＊電気学会グランドデザイン
　【行動目標】　「会員に魅力ある場を提供する」
　　　　　　　 「豊かで安心安全な社会，持続的発展が可

能な社会の実現に貢献する」
　【重点的に行うべき 4つの活動】
　　　　　　　「電気学術の発展と国際化への貢献」
　　　　　　　 「科学技術を担う多様な人材の創出，育

成，活躍の促進」
　　　　　　　「標準化・規格化による戦略的活動と提言」
　　　　　　　 「社会への情報発信と認知（プレゼンス）

の向上」

　平成 30年度は会長スローガンとして「電気学会は広く
社会に開かれたイノベーションのプラットフォームを目指
す」を掲げ，これまでの活動と継続性を保ちつつ，社会，
産業界のニーズと大学・公的研究機関等のマッチングの
場，電気に関する知識を体系的・継続的に提供する場，電
気工学の社会的効用・社会に与える影響を解り易く発信す

る場，の充実に向けた取り組みを進めた。
　研究調査では，平成 29年度の会長スローガン「部門横
断で未来のスマート社会を！」に基づいて取り纏めた学術
活動マッピングを学会 HPに掲載し，全国大会での発表を
行うなど，部門横断の新たな取り組みの可能性を検討して
いる。また，北海道ブラックアウトの発生を受けて，公開
シンポジウムを開催し，電気システムセキュリティ特別技
術委員会のもとに新たな特別調査専門委員会の設立準備を
開始した。
　会誌および図書の発行を通じて学術の発展と人材の育成
に取り組んだ。共通英文論文誌は IF 0 .723に上昇し，頁
数制約の解消を受けて特集号企画を開始した。
　国際会議等の開催を通じ持続可能なエネルギー環境の実
現に向けてスマートコミュニティーやインフラシステムの
整備などのテーマについて，グローバルなレベルにおいて
電気関連分野の貢献と先導的かつ積極的な展開を図った。
　全国大会および部門大会の活性化を図り，震災以降発表
数・参加者数が着実に増加してきていたが，A部門大会，
C部門大会が台風 21号や北海道胆振東部地震の影響によ
り一部日程が中止となった。
　各支部は，大会や研究会，講習会，見学会等の専門家向
け，一般向けの技術会合を多数開催し，幅広い層に向けて
電気工学の魅力を発信した。東海支部連合大会は台風 21
号の影響により一部日程中止となった。
　標準化活動においては，JECの制改定，JIS原案作成，
IEC国際標準化活動を推進するとともに，経産省の国際標
準化委託事業の実施，講習会の開催等を通じて電気関係産
業への貢献に努めた。
　表彰については総会において各賞を授与し，部門，支
部，電気規格調査会においても大会等で各種表彰を実施し
た。また電気技術の顕彰制度「でんきの礎」の第 12回顕
彰を実施した。教育については，倫理活動，JABEE, 
CPD，寄付講座等の教育支援，「電気の知識を深めようシ
リーズ」の活用活動等を進めた。
　学会運営全般について有識者会議，元会長にご意見を伺
う会等において幅広くご意見をお聴きした。また，新進会
員活動委員会からの改善提案に基づき，学会 HPの更新を
行い，SNS情報発信を開始した。旧五反田分室は売却益
は OA積立金に繰入れ，学会運営基盤強化に活用すること
とした。
　このように，電気学会の基本政策に沿った事業を定款に
基づき着実に実施し，電気学術の発展と文化の向上に寄与
するとともに，会員に魅力ある場を提供するよう努めた。
平成 30年度の事業報告概要は以下の通りである。
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　　 同 　：芹澤善積（電力中央研究所）
　専務理事：酒井祐之（電気学会）
部門担当理事（A部門）：西川宏之（芝浦工業大学）
部門担当理事（B部門）：吉村健司（電力中央研究所）
部門担当理事（C部門）：神保泰彦（東京大学）
部門担当理事（D部門）：川上紀子（東芝三菱電機産業システム）
部門担当理事（E部門）：前中一介（兵庫県立大学）
支部担当理事（北海道）：藤井　裕（北海道電力）
支部担当理事（東北）：吉澤　誠（東北大学）
支部担当理事（東京）：岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
支部担当理事（東海）：豊田浩孝（名古屋大学）
支部担当理事（北陸）：田岡久雄（福井大学）
支部担当理事（関西）：田所通博（三菱電機）
支部担当理事（中国）：平木英治（岡山大学）
支部担当理事（四国）：皆本佳計（新居浜工業高等専門学校）
支部担当理事（九州）：山科秀之（九州電力）
監　　事：島田道宏（古河電気工業）
　　 同 　：勝野　徹（富士電機）
（2）平成 30年度部門役員

A部門
部 門 長：西川宏之（芝浦工業大学）
編 修 長：永田正義（兵庫県立大学）
副部門長：中川活二（日本大学）
　　 同 　：武藤浩隆（三菱電機）
総務企画担当：保科好一（東芝エネルギーシステムズ）
　　 同 　：山城啓輔（富士電機）
会計担当：楠川順平（日立製作所）
　　 同 　：藏田保幸（明電舎）
編修担当：前山光明（埼玉大学）
　　 同 　：小田昭紀（千葉工業大学）
研究調査担当：加藤景三（新潟大学）
　　 同 　：髙橋俊裕（電力中央研究所）
監　　事：匹田政幸（九州工業大学）
　　 同 　：髙木浩一（岩手大学）
B部門
部 門 長：吉村健司（電力中央研究所）
副部門長：岩尾　徹（東京都市大学）
　　 同 　：蘆立修一（東京電力ホールディングス）
総務企画担当：河村憲一（日立製作所）
　　 同 　：鏡　敏朗（東芝エネルギーシステムズ）
会計担当：伊東進治（三菱電機）
　　 同 　：箱田　清（中部電力）
編修担当：本山英器（電力中央研究所）
　　 同 　：澤　敏之（日立製作所）
研究調査担当：野川方生（富士電機）
　　 同 　：髙尾智明（上智大学）
広報・国際化担当：伊藤孝充（明電舎）
　　 同 　：二田丈之（電源開発）
監　　事：戸部祐治（関西電力）

1．会員に関する事項【定款第 3章】

（1）年度別会員数

（2）入退会者数

（3）事業維持員の異動

（4）年度末支部別会員数

（5）年度末部門別会員数（登録数）

（6）女性会員・海外会員

（7）事業維持員一覧（付録参照）

2．役員等に関する事項【定款第 3，5章】

（1）平成 30年度本部役員
　理　　事：山口　博（関東電気保安協会）
　　 同 　：中川聡子（東京都市大学）
　　 同 　：斎藤英揮（東芝エネルギーシステムズ）
　　 同 　：伊藤久徳（中部電力）
　　 同 　：小野　靖（東京大学）
　　 同 　：大熊康浩（富士電機）
　　 同 　：今井伸一（東京電力パワーグリッド）
　　 同 　：清治岳彦（日立製作所）
　　 同 　：松本　聡（芝浦工業大学）

年度 名誉員 正員 准員 学生員 合計
H27 52 18 ,517 207 2 ,725 21 ,501
H28 60 18 ,307 227 2 ,772 21 ,366
H29 59 18 ,042 262 2 ,618 20 ,981
H30 60 17 ,789 275 2 ,574 20 ,698

項目 名誉員 正員 准員 学生員 合計
入会 ─ 779 10 1 ,372 2 ,161
復会 ─ 66  1 3 70
退会 0 1 ,002 75 394 1 ,472
資格停止 0 847 85 39 971
死亡 1 70  0 0 71

項目 社数 口数 項目 社数 口数
入会 6 　  6 口数増加 10
退会 20 −41 口数減少 −51

年度末現在 385 2 ,344

支部 名誉員 正員 准員 学生員 合計
北海道支部 1 293 7 66 367
東北支部 3 673 20 77 773
東京支部 38 8 ,925 121 1 ,172 10 ,256
東海支部 8 2 ,628 34 365 3 ,035
北陸支部 0 403 7 63 473
関西支部 9 2 ,765 21 283 3 ,078
中国支部 0 696 26 159 881
四国支部 0 307 18 98 423
九州支部 1 1 ,099 21 291 1 ,412
合計 60 17 ,789 275 2 ,574 20 ,698

部門 名誉員 正員 准員 学生員 合計
A部門 8 2 ,220 40 359 2 ,627
B 部門 32 6 ,853 99 719 7 ,703
C 部門 12 3 ,147 78 470 3 ,707
D 部門 11 5 ,292 55 793 6 ,151
E 部門 1 978 6 233 1 ,218
合計 64 18 ,490 278 2 ,574 21 ,406

種別 名誉員 正員 准員 学生員 合計
女性会員 0 393 36 188 617
海外会員 1 95 0 10 105
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　　 同 　：進士誉夫（電力広域的運営推進機関）
C部門
部 門 長：神保泰彦（東京大学）
副部門長：玉置　久（神戸大学）
　　 同 　：中島慶人（電力中央研究所）
総務企画担当：福本　恭（日立製作所）
　　 同 　：大牧弘幸（関西電力）
会計担当：倉木健介（富士通研究所）
　 同 　：山本敬之（日本電気）
編修担当：庄野和宏（筑波大学）
　 同 　：玉田隆史（三菱電機）
研究調査担当：山口順一（香川大学）
　 同 　：中谷博司（東芝）
広報・情報化担当：高井伸和（群馬大学）
　 同 　：藤原伸行（明電舎）
国際化担当：八木　透（東京工業大学）
　 同 　：遊佐博幸（電力中央研究所）
監　　事：ニコデムス レディアン（芝浦工業大学）
　 同 　：松井哲郎（富士電機）

D部門
部 門 長：川上紀子（東芝三菱電機産業システム）
和文論文誌編修長：村上俊之（慶應義塾大学）
英文論文誌編修長：大石　潔（長岡技術科学大学）
副部門長：柴田昌明（成蹊大学）
　 同 　：水谷良治（古河電気工業）
総務企画担当：小坂　卓（名古屋工業大学）
　 同 　：南方英明（千葉工業大学）
会計担当：榎本裕治（日立製作所）
編修広報担当：林屋　均（東日本旅客鉄道）
　 同 　：伊東淳一（長岡技術科学大学）
研究調査担当：藤本博志（東京大学）
　 同 　：浦壁隆浩（三菱電機）
国際化推進担当：玉井伸三（東芝三菱電機産業システム）
　 同 　：赤津　観（芝浦工業大学）
監　　事：松本　康（富士電機）
　 同 　：廣瀬圭一（NTTファシリティーズ）

E部門
部 門 長：前中一介（兵庫県立大学）
副部門長：年吉　洋（東京大学）
　 同 　：小野崇人（東北大学）
総務企画担当：寒川雅之（新潟大学）
　 同 　：藤田孝之（兵庫県立大学）
会計担当：米田雅之（アズビル）
　 同 　：戸津健太郎（東北大学）
編修担当：神田岳文（岡山大学）
　 同 　：峯田　貴（山形大学）
研究調査担当：林　健司（九州大学）
　 同 　：角田正也（シスメックス）
監　　事：太田　淳（奈良先端科学技術大学院大学）

　 同 　：小西　聡（立命館大学）
（3）平成 30年度支部役員
△印は支所長を示す
北海道支部
支 部 長：藤井　裕（北海道電力）
総務企画幹事：野口　聡（北海道大学）
　 同 　：草野　崇（北海道電力）
会計幹事：小林孝一（北海道大学）
　 同 　：吉田隆彦（北海道電力）
協 議 員：青柳　学（室蘭工業大学）
　 同 　：井口　傑（旭川工業高等専門学校）
　 同 　：一戸昌則（北海道科学大学）
　 同 　：折川幸司（北海道大学）
　 同 　：片山幸一（北海道電力）
　 同 　：鈴木恵二（公立はこだて未来大学）
　 同 　：高橋理音（北見工業大学）
　 同 　：土田徳造（北海道旅客鉄道）
　 同 　：富田一臣（日本製鉄）
　 同 　：三島裕樹（函館工業高等専門学校）
監　　事：矢神雅規（北海道科学大学）
東北支部
支 部 長：吉澤　誠（東北大学）
総務企画幹事：関沼和浩（東北電力）
　 同 　：高橋和貴（東北大学）
会計幹事：田倉哲也（東北工業大学）
　 同 　：堀越和宏（東北電力）
協 議 員：岩井克全（仙台高等専門学校）
　 同 　：郭　海蛟（東北学院大学）
　 同 　：△菊池弘昭（岩手大学）
　 同 　：工藤英明（東北電力）
　 同 　：佐藤文博（東北学院大学）
　 同 　：△高梨宏之（日本大学）
　 同 　：△田島克文（秋田大学）
　 同 　：千葉正宏（東北電力）
　 同 　：中村健二（東北大学）
　 同 　：西郡幸春（東日本旅客鉄道）
　 同 　：△花田一磨（八戸工業大学）
　 同 　：△南谷靖史（山形大学）
　 同 　：守山　寛（ユアテック）
監　　事：家名田敏昭（東北文化学園大学）
東京支部
支 部 長：岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
総務企画幹事：後藤田信広（日立製作所）
　 同 　：濱田　浩（東京電力ホールディングス）
会計幹事：黒瀬　健（三菱電機）
　 同 　：市川路晴（電力中央研究所）
協 議 員：赤塚　洋（東京工業大学）
　 同 　：岩尾　徹（東京都市大学）
　 同 　：大木義路（早稲田大学）
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　 同 　：高木康夫（大同大学）
　 同 　：谷　恵亮（デンソー）
　 同 　：長尾伸二（東芝産業機器システム）
　 同 　：中村雅憲（中部大学）
　 同 　：光本真一（豊田工業高等専門学校）
　 同 　：村本裕二（名城大学）
　 同 　：雪田和人（愛知工業大学）
　 同 　：横水康伸（名古屋大学）
　 同 　：米澤裕之（富士電機）
監　　事：穂積直裕（豊橋技術科学大学）
北陸支部
支 部 長：田岡久雄（福井大学）
総務企画幹事：西田好宏（福井工業大学）
　 同 　：朝倉　茂（北陸電力）
会計幹事：金尾則一（北陸電力）
　 同 　：上町俊幸（石川工業高等専門学校）
協 議 員：秋山　肇（福井工業高等専門学校）
　 同 　：宇野敦司（北陸電力）
　 同 　：柿川真紀子（金沢大学）
　 同 　：小出　明（富山大学）
　 同 　：齊田　茂（関西電力）
　 同 　：立花潤三（富山県立大学）
　 同 　：寺島　訓（北陸電機製造）
　 同 　：直江伸至（国際高等専門学校）
　 同 　：中尾一成（福井工業大学）
　 同 　：西島健一（富山高等専門学校）
　 同 　：藤田洋司（金沢工業大学）
　 同 　：茂呂征一郎（福井大学）
　 同 　：山田俊明（北陸電力）
監　　事：田中康規（金沢大学）
関西支部
支 部 長：田所通博（三菱電機）
総務企画幹事：坂口恭生（住友電気工業）
　 同 　：皆川忠郎（三菱電機）
会計幹事：藤原耕二（同志社大学）
　 同 　：松久光儀（関西電力）
協 議 員：相原　徹（西日本旅客鉄道）
　 同 　：岩田竜祐（ダイヘン）
　 同 　：上田晃司（三菱電機）
　 同 　：小田　昇（関西鉄道協会）
　 同 　：柿ヶ野浩明（立命館大学）
　 同 　：河﨑吉則（日新電機）
　 同 　：菊池祐介（兵庫県立大学）
　 同 　：瀬越忠男（パナソニック）
　 同 　：高野泰洋（神戸大学）
　 同 　：高間康弘（関西電力）
　 同 　：高山聡志（大阪府立大学）
　 同 　：田中　拓（日立製作所）
　 同 　：辻田勝吉（大阪工業大学）

　 同 　：岡田有功（電力中央研究所）
　 同 　：岡田弘志（日立製作所）
　 同 　：△岡本　保（木更津工業高等専門学校）
　 同 　：書上　進（電源開発）
　 同 　：桂誠一郎（慶應義塾大学）
　 同 　：金山哲也（明電舎）
　 同 　：△金子裕良（埼玉大学）
　 同 　：木村英和（日本電気）
　 同 　：黒川　悟（産業技術総合研究所）
　 同 　：桑畑周司（東海大学）
　 同 　：腰塚　正（東京電機大学）
　 同 　：佐伯憲一（日本製鉄）
　 同 　：下野誠通（横浜国立大学）
　 同 　：△新保一成（新潟大学）
　 同 　：△高野明夫（沼津工業高等専門学校）
　 同 　：△土井達也（足利大学）
　 同 　：樋田直樹（東京電力パワーグリッド）
　 同 　：西野　宏（フジクラ）
　 同 　：野呂康宏（工学院大学）
　 同 　：△橋本誠司（群馬大学）
　 同 　：馬場旬平（東京大学）
　 同 　：羽深俊一（東芝エネルギーシステムズ）
　 同 　：平栗滋人（鉄道総合技術研究所）
　 同 　：星　伸一（東京理科大学）
　 同 　：保原夏朗（東京電力ホールディングス）
　 同 　：堀井博夫（日立製作所）
　 同 　：松澤　勝（三菱電機）
　 同 　：宮村尚孝（富士電機）
　 同 　：△柳平丈志（茨城大学）
　 同 　：△矢野浩司（山梨大学）
　 同 　：△米田征司（神奈川大学）
　 同 　：和田和千（明治大学）
監　　事：市野澤昌弘（日立製作所）
　 同 　：堤富士雄（電力中央研究所）
東海支部
支 部 長：豊田浩孝（名古屋大学）
総務企画幹事：中村光宏（中部電力）
　 同 　：山本真義（名古屋大学）
会計幹事：鳥井昭宏（愛知工業大学）
　 同 　：北川　亘（名古屋工業大学）
協 議 員：有賀信雄（シンフォニアテクノロジー）
　 同 　：石子雅康（豊田中央研究所）
　 同 　：王　道洪（岐阜大学）
　 同 　：金子　靖（三菱電機）
　 同 　：小坂　卓（名古屋工業大学）
　 同 　：酒井啓資（日本ガイシ）
　 同 　：下廣大輔（中部電力）
　 同 　：鈴木聖二（愛知電機）
　 同 　：曽根原誠（信州大学）
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　 同 　：福島賢一（九州電力）
協 議 員：青木振一（崇城大学）
　 同 　：今坂公宣（九州産業大学）
　 同 　：△浦崎直光（琉球大学）
　 同 　：甲斐祐一郎（鹿児島大学）
　 同 　：川崎敏之（西日本工業大学）
　 同 　：清武博文（大分工業高等専門学校）
　 同 　：江田孝治（福岡大学）
　 同 　：迫田達也（宮崎大学）
　 同 　：白濱秀文（福岡工業大学）
　 同 　：千住智信（琉球大学）
　 同 　：田邉　隆（三菱重工業）
　 同 　：筒井宏次（東芝三菱電機産業システム）
　 同 　：土橋正武（日本製鉄）
　 同 　：浜崎真一（長崎大学）
　 同 　：原　重臣（佐賀大学）
　 同 　：久恒正希（安川電機）
　 同 　：松本　聡（九州工業大学）
　 同 　：光木文秋（熊本大学）
　 同 　：緑川洋一（大分大学）
　 同 　：村田純一（九州大学）
　 同 　：李　羲頡（早稲田大学）
監　　事：髙﨑真司（九州電力）

（4）平成 30年度代議員（92名）
　任期は平成 30年 2月 28日〜 2年後に実施される代議員
選挙終了の時まで
　　　　　　朝倉　茂（北陸電力）
　　　　　　安部　隆（新潟大学）
　　　　　　五十嵐一（北海道大学）
　　　　　　石亀篤司（大阪府立大学）
　　　　　　伊藤久徳（中部電力）
　　　　　　井堀春生（愛媛大学）
　　　　　　今井伸一（東京電力パワーグリッド）
　　　　　　江口直也（富士電機）
　　　　　　大川剛直（神戸大学）
　　　　　　大久保昌利（関西電力）
　　　　　　大熊康浩（富士電機）
　　　　　　大崎博之（東京大学）
　　　　　　大西公平（慶應義塾大学）
　　　　　　大橋剛介（静岡大学）
　　　　　　大山　力（横浜国立大学）
　　　　　　岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
　　　　　　尾﨑雅則（大阪大学）
　　　　　　小野　靖（東京大学）
　　　　　　加来昌典（宮崎大学）
　　　　　　勝野　徹（富士電機）
　　　　　　金岡伸治（四国電力）
　　　　　　河村篤男（横浜国立大学）
　　　　　　上町俊幸（石川工業高等専門学校）

　 同 　：早川　潔（大阪府立大学工業高等専門学校）
　 同 　：前川卓也（大阪大学）
　 同 　：美舩　健（京都大学）
　 同 　：山崎直哉（住友電気工業）
　 同 　：吉田周平（近畿大学）
　 同 　：米津大吾（関西大学）
監　　事：牛尾知雄（大阪大学）
　 同 　：濱田昌司（関西大学）
中国支部
支 部 長：平木英治（岡山大学）
総務企画幹事：松葉重樹（中国電力）
　 同 　：七戸　希（岡山大学）
会計幹事：間屋口信博（中電工）
　 同 　：小野　進（中国電力）
協 議 員：麻原寛之（岡山理科大学）
　 同 　：今尾浩也（松江工業高等専門学校）
　 同 　：大木　誠（鳥取大学）
　 同 　：堺　健司（岡山大学）
　 同 　：重國知之（東ソー）
　 同 　：寺西雄二（中国電機製造）
　 同 　：中田俊司（近畿大学）
　 同 　：中本昌由（広島大学）
　 同 　：日髙良和（宇部工業高等専門学校）
　 同 　：丸谷祐司（JFEスチール）
　 同 　：吉田義昭（広島工業大学）
監　　事：岡村幸壽（中電技術コンサルタント）
四国支部
支 部 長：皆本佳計（新居浜工業高等専門学校）
総務企画幹事：山口堅三（徳島大学）
　 同 　：加藤克巳（新居浜工業高等専門学校）
会計幹事：平尾正幸（四国計測工業）
　 同 　：横山隆志（新居浜工業高等専門学校）
協 議 員：今井慈郎（香川大学）
　 同 　：漆原史朗（香川高等専門学校）
　 同 　：尾崎良太郎（愛媛大学）
　 同 　：加藤直亮（住友共同電力）
　 同 　：菅　史夫（四国総合研究所）
　 同 　：中内　誠（四国電力）
　 同 　：八田章光（高知工科大学）
　 同 　：北條昌秀（徳島大学）
　 同 　：松木寿夫（三菱電機）
　 同 　：安野　卓（徳島大学）
　 同 　：弓達新治（愛媛大学）
監　　事：門脇一則（愛媛大学）
九州支部
支 部 長：山科秀之（九州電力）
総務企画幹事：吉田　敬（九州大学）
　 同 　：小迫雅裕（九州工業大学）
会計幹事：藤瀬伸浩（九州電力）
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　　　　　　平木英治（岡山大学）
　　　　　　蛭間淳之（デンソー）
　　　　　　福井伸太（東洋大学）
　　　　　　福永　香（情報通信研究機構）
　　　　　　藤島友之（長崎大学）
　　　　　　堀越和宏（東北電力）
　　　　　　松本　聡（芝浦工業大学）
　　　　　　松本光裕（東北電力）
　　　　　　三上貞芳（公立はこだて未来大学）
　　　　　　水野幸男（名古屋工業大学）
　　　　　　皆川忠郎（三菱電機）
　　　　　　孟　志奇（福岡大学）
　　　　　　森　一之（三菱電機）
　　　　　　安田恵一郎（首都大学東京）
　　　　　　矢野　徹（三菱電機）
　　　　　　山口　博（関東電気保安協会）
　　　　　　山本直幸（日立製作所）
　　　　　　山本真義（名古屋大学）
　　　　　　横山明彦（東京大学）
　　　　　　吉村健司（電力中央研究所）
（5）平成 30年度有識者会議委員（68名）
本部代表：生駒昌夫（きんでん）
　 同 　：市川弥生次（中部電力）
　 同 　：井上満夫（三菱電機）
　 同 　：江口直也（富士電機）
　 同 　：大久保昌利（関西電力）
　 同 　：大崎博之（東京大学）
　 同 　：大西公平（慶應義塾大学）
　 同 　：大山　力（横浜国立大学）
　 同 　：小橋秀一（三菱電機）
　 同 　：柵山正樹（三菱電機）
　 同 　：佐藤育子（東京電力エナジーパートナー）
　 同 　：新藤孝敏（電力中央研究所）
　 同 　：竹下隆晴（名古屋工業大学）
　 同 　：田中幸二（日立製作所）
　 同 　：中本哲哉（東芝エネルギーシステムズ）
　 同 　：西田直人（東芝）
　 同 　：白銀隆之（関西電力）
　 同 　：日髙邦彦（東京大学）
　 同 　：福井伸太（東洋大学）
　 同 　：安田恵一郎（首都大学東京）
　 同 　：山本直幸（日立製作所）
　 同 　：横山明彦（東京大学）
部門代表：清水敏久（首都大学東京）
　 同 　：鈴木博章（筑波大学）
　 同 　：芹澤善積（電力中央研究所）
　 同 　：田畑　修（京都大学）
　 同 　：寺井清寿（東芝インフラシステムズ）
　 同 　：〈福井伸太（東洋大学）〉※

　　　　　　金　錫範（岡山大学）
　　　　　　久保川淳司（広島工業大学）
　　　　　　栗原郁夫（元 電力中央研究所）
　　　　　　黒瀬　健（三菱電機）
　　　　　　小島　崇（豊田中央研究所）
　　　　　　斎藤英揮（東芝エネルギーシステムズ）
　　　　　　酒井祐之（電気学会）
　　　　　　柵山正樹（三菱電機）
　　　　　　佐藤育子（東京電力エナジーパートナー）
　　　　　　佐藤孝紀（室蘭工業大学）
　　　　　　佐藤　充（中部電力）
　　　　　　塩原亮一（日立製作所）
　　　　　　柴田正史（日立製作所）
　　　　　　島田敏彦（東京電力パワーグリッド）
　　　　　　島田道宏（古河電気工業）
　　　　　　清水敏久（首都大学東京）
　　　　　　庄子習一（早稲田大学）
　　　　　　白井康之（京都大学）
　　　　　　新藤孝敏（電力中央研究所）
　　　　　　神保泰彦（東京大学）
　　　　　　芹澤善積（電力中央研究所）
　　　　　　曽根光男（東海大学）
　　　　　　田岡久雄（福井大学）
　　　　　　高橋和貴（東北大学）
　　　　　　田倉哲也（東北工業大学）
　　　　　　竹島尚弘（関西電力）
　　　　　　田所通博（三菱電機）
　　　　　　田中幸二（日立製作所）
　　　　　　田邉　隆（三菱重工業）
　　　　　　田畑　修（京都大学）
　　　　　　玉井伸三（東芝三菱電機産業システム）
　　　　　　玉置　久（神戸大学）
　　　　　　堤富士雄（電力中央研究所）
　　　　　　寺井清寿（東芝インフラシステムズ）
　　　　　　寺尾京平（香川大学）
　　　　　　寺地　進（東京電力ホールディングス）
　　　　　　戸高　孝（大分大学）
　　　　　　豊田浩孝（名古屋大学）
　　　　　　中川聡子（東京都市大学）
　　　　　　中本高道（東京工業大学）
　　　　　　中本哲哉（東芝エネルギーシステムズ）
　　　　　　浪平隆男（熊本大学）
　　　　　　西川宏之（芝浦工業大学）
　　　　　　西田直人（東芝）
　　　　　　白銀隆之（関西電力）
　　　　　　橋本雄一（大同大学）
　　　　　　長谷川隆章（住友電気工業）
　　　　　　日髙邦彦（東京大学）
　　　　　　日髙良和（宇部工業高等専門学校）



7

3．事務局の現況【定款第 44 条】

（1）組織及び要員（平成 31年 3月 31日現在）

（2）組織改編
　なし
（3）主な人事（H30 .4 .1〜 H31 .3 .31）
　・職員採用　1名
　・職員退職　2名
　・職員再雇用　1名

4．会議等に関する事項【定款第 4，6章】

（1）第 106回通常総会

（2）理事会

役職 職員 企業より
出向・派遣

臨時職員・
人材派遣等

合計 備考

事務局長 1 1
総務課（総務） 5 1 6
総務課（技術者教育） 1 1 2
総務課（経理） 3 3
編修出版課（編修） 4 1 5 注 1
編修出版課（出版） 2 1 3
事業サービス課 4 1 5
標準化推進室 1 2 1 4
合計 21 2 6 29
注 1：職員のうち 1名は再雇用者

開催日 場所 出席者数 議決事項
H30 .5 . 31 都市センター

ホテル
代議員総数
93 名 中 76
名（うち委
任状39名）

報 告事項 1　平成 29 年度事業報
告

第  1 号議案　平成 29 年度決算
報告の件

報 告事項 2　公益目的支出計画
実施報告

報 告事項 3　平成 30 年度事業計
画ならびに平成 30 年度収支
予算

第  2 号議案　新任理事および監
事の選任の件

第  3 号議案　名誉員の推薦の件

　 同 　：福永　香（情報通信研究機構）
　 同 　：宮崎道雄（関東学院大学）
支部代表：五十嵐一（北海道大学）
　 同 　：〈大崎博之（東京大学）〉※
　 同 　：小笠原悟司（北海道大学）
　 同 　：下村直行（徳島大学）
　 同 　：白井康之（京都大学）
　 同 　：田苗　博（東北電力）
　 同 　：田中俊彦（山口大学）
　 同 　：田中康規（金沢大学）
　 同 　：長谷川俊行（北陸電気保安協会）
　 同 　：服部哲郎（香川大学）
　 同 　：林　則行（宮崎大学）
　 同 　：匹田政幸（九州工業大学）
　 同 　：福島　透（中国電力）
　 同 　：松浦昌則（電力中央研究所）
　 同 　：松木英敏（東北大学）
　 同 　：松村年郎（愛知工業大学）
　 同 　：三浦良隆（関電システムソリューションズ）
　 同 　：横田岳志（東芝トランスポートエンジニアリング）
事業維持員代表：礒嶋茂樹（住友電気工業）
　 同 　：〈市川弥生次（中部電力）〉※
　 同 　：伊藤孝充（明電舎）
　 同 　：岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
　 同 　：織戸浩一（三菱電機）
　 同 　：斉藤史郎（東芝）
　 同 　：土井義宏（関西電力）
　 同 　：松村基史（富士電機）
　 同 　：向山晋一（古河電気工業）
　 同 　：山﨑　尚（九州電力）
　 同 　：山田利之（東北電力）
　 同 　：〈山本直幸（日立製作所）〉※
役　　員：伊藤久徳（中部電力）
　 同 　：今井伸一（東京電力パワーグリッド）
　 同 　：大熊康浩（富士電機）
　 同 　：小野　靖（東京大学）
　 同 　：勝野　徹（富士電機）
　 同 　：斎藤英揮（東芝エネルギーシステムズ）
　 同 　：酒井祐之（電気学会）
　 同 　：島田道宏（古河電気工業）
　 同 　：清治岳彦（日立製作所）
　 同 　：〈芹澤善積（電力中央研究所）〉※
　 同 　：中川聡子（東京都市大学）
　 同 　：松本　聡（芝浦工業大学）
　 同 　：山口　博（関東電気保安協会）
　重複者は〈氏名〉※と記載

開催日 審議 ･承認議案 審議結果
平成 29 年度
第 6回
H30 .5 . 14

［Ⅰ号議案］
1． 会長、会長代理および専務理事 職務執行
状況報告

2．平成 29 年度事業報告（案）
3．平成 29 年度決算報告（案）
4．定期預金満期に伴う資金運用案
5．寄付金（募金、残金）の受入
6．公益目的支出計画実施報告
7．事務局の運営管理規程細目の改正
8．経営企画委員会運営要綱の改正
9． 教科書・専門書部会、技術啓発書部会運営
要綱の一部改正

10．会費の減免
11．会員入（退）会の承認

承認

承認
承認
承認
承認
承認
承認
承認
承認

承認
承認

平成 30 年度
第 1回
H30 .5 . 31

［Ⅰ号議案］
1．各理事の役職選定（定款第 23 条 2 項）
2．平成 30 年度理事会開催予定等
3．電気規格調査会 2号委員の交代

承認
承認
承認

平成 30 年度
第 2回
H30 .8 . 2

［Ⅰ号議案］
1．電気規格調査会 2号委員の新任および交代
2．東北支部優秀学生賞企画
3．会員入（退）会の承認

承認
承認
承認
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（3）理事会承認による規程類の制定・改正・廃止

（4）各種会議 ･委員会等の開催実績

開催日 審議・承認議案 審議結果
平成 30 年度
第 3回
H30 .10 . 4

（総務・規程 13─1）学術奨励賞規程細目 廃止

平成 30 年度
第 4回
H30 .12 . 10

（編修・規程 2）出版規程
（調査・規程 5─1）国際会議規程細目

一部了承
改正

平成 30 年度
第 5回
H31 .3 . 1

（総務・規程 4）表彰規程
（編修・規程 2）出版規程

改正
改正

回数
通 常 総 会 1

理 事 会 6

有 識 者 会 議 1

経営企画委員会（幹事会 5回を含む） 10

　新 進会員活動委員会 5

総 務 会 議 5

技術者教育委員会 3

J A B E E 部 会 2

    分 野 別 委 員 会 2

CPD部会 6

　　電気電子・情報系 CPD協議会 0

開催日 審議 ･承認議案 審議結果
平成 30 年度
第 3回
H30 .10 . 4

［Ⅰ号議案］
1． 代表理事および業務執行理事の職務執行状
況報告

2．平成 31 年度戦略的事業予算申請
3．代議員選挙手続きの変更
4． 平成 31 年度年会費請求時に合わせた寄付
金のご依頼

5．平成 31 年表彰投票有権者の選定
6．平成 30 年度上級会員の認定
7．学術奨励賞の廃止について
8． 学会所有不動産（五反田分室）の売却収入
の取り扱いについて

9．ICEE2020 開催申請
10．電気規格調査会 2号委員の新任および交代
11．入会金ならびに会費の減免措置
12．会員入（退）会の承認

承認

承認
承認
承認

承認
承認
承認
承認

承認
承認
承認
承認

平成 30 年度
第 4回
H30 .12 . 10

［Ⅰ号議案］
1．平成 31 年度役員等候補者の選定
2． 第 107 回通常総会開催と特別講演講師推薦
依頼

3．定期預金の満期に伴う資金運用（案）
4．第 12回電気技術顕彰「でんきの礎」の決定
5．2018 年度学会図書の在庫調整
6．出版規程改正
7．国際会議規程細目の改正（案）
8．ICEMS 2020 開催申請
9．入会金ならびに会費の減免措置
10．会員入（退）会の承認

承認
承認

承認
承認
承認
一部了承
承認
承認
承認
承認

平成 30 年度
第 5回
H31 .3 . 1

［Ⅰ号議案］
1．平成 31 年度事業計画（案）
2．平成 31 年度予算案について
3． 平成 31 年度本部・部門・支部役員の投票
結果および本部役員の選出

4．専務理事候補者の選出
5．名誉員の推薦
6．フェローの認定
7．倫理委員会委員長指名
8．出版事業委員会委員長交代
9．規程類の改正
10．入会金ならびに会費の減免措置
11．会員入（退）会の承認

承認
承認
承認

承認
承認
承認
承認
承認
承認
承認
承認

　　日本技術士会との意見交換会 6

教育支援部会 3

　　電 気 の 知 識 Ｗ Ｇ 3

広報委員会 3

　フェロー審査委員会（メール審議） 1

　上級会員資格審査委員会（メール審議） 1

IEEJプロフェッショナル運営委員会 2

　でんきの月連絡協議会 0

倫 理 委 員 会 5

幹　事　会 5

教 育 W G 4

表彰委員会（メール審議） 3

　進歩賞小委員会 0

論文・著作賞小委員会 0

顕 彰 委 員 会 1

顕 彰 選 考 小 委 員 会 7

会 計 会 議 5

編 修 会 議 4

　編修委員会（部会などを含む） 24

出 版 事 業 委 員 会 3

教科書・専門書部会 3

技 術 啓 発 書 部 会 3

研 究 調 査 会 議 4

全 国 大 会 委 員 会 1

〃　　 小委員会 3

電気システムセキュリティ特別技術委員会（うち
メール審議 2）

3

国際活動委員会 4

A 部 門 役 員 会 5

B 部 門 役 員 会 5

C 部 門 役 員 会 5

D 部 門 役 員 会 5

E 部 門 役 員 会 5

A 部 門 編 修 委 員 会 4

B 部 門 編 修 委 員 会 6

C 部 門 編 修 委 員 会 6

D 部門編修広報委員会 4

E 部 門 編 修 委 員 会 6

論 文 委 員 会 38

研 究 調 査 運 営 委 員 会
A 部 門 5

B 部 門 4

C 部 門 5

D 部 門 4

E 部 門 5

技 術 委 員 会
A 部 門 42

B 部 門 40

C 部 門 44
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5．�研究発表会・講演会・講習会および見学会の開催
に関する事項【定款第 4条 1号】

（1）全国大会の充実
　 　全国の研究者，技術者の討論の場である平成 31年電
気学会全国大会を北海道科学大学で開催し，技術の交流
と発展の場を提供し，3 ,316名の参加者があった。

（2）一般社会向け公開シンポジウム等の実施
　 　平成 30年 9月 6日に発生した「北海道ブラックアウ
ト」をテーマとした公開シンポジウムを，平成 31年 1
月 17日に日本学術会議と共同主催で「今，改めて “電
気エネルギー” と “社会” の明日を考える〜 9 .06ブラ
ックアウト：その現象と社会的影響，その教訓をどう活
かすか〜」のタイトルで開催し，300名の参加者があっ
た。

（3）総合力を発揮した部門活動の展開
　 　本部・支部と連携しつつ各部門の特徴を生かした活力
ある活動を展開した。
　 　論文誌の発行，研究調査活動，研究会活動，部門大会
の開催などの各事業の推進に際しては，コア技術を生か
しつつ，新規分野の取り込みや他部門・他学協会との連
携強化などの将来展開を考慮した取り組みを実施した。
本部・支部と連携しつつ各部門の特徴を生かした活力あ
る活動を展開した。

・本部・技術委員会等主催の公開技術会合

D 部 門 58

E 部 門 11

専 門 委 員 会
A 部 門 94

B 部 門 116

C 部 門 156

D 部 門 218

E 部 門 23

研 究 会
A 部 門 54

B 部 門 27

C 部 門 60

D 部 門 61

E 部 門 13

合計 1 ,271回
　電気規格調査会の会合数は P.17に別掲

技術会合名 開催場所，
開催期間 主催

電力・エネルギーフォーラム「保護
リレーシステム技術入門（動作事例
紹介を含む）」

徳島大学
2018 .9 . 11

保護リレーシス
テム技術委員会

電力・エネルギーフォーラム「遮断
器の多様な設置環境と最近の環境負
荷低減技術」

電気学会
2019 .2 . 13

開閉保護技術委
員会

電力・エネルギーフォーラム「次世
代高温超電導線材のコイル化技術お
よび世界の強磁場実験施設の動向と
研究の進展」

理化学研究所　
横浜事業所
2019 .3 . 27

超電導機器技術
委員会

IEEJ P & ES─IEEE PES Thailand 
Joint Symposium on Advanced 
Technology in Power Systems 2019

Chulalongkorn 
University
2019 .3 . 18

電力・エネルギ
ー部門

電力・エネルギー部門公開シンポジ
ウム「北海道胆振東部地震で発生し
たブラックアウトを考える〜今回の
現象と社会的影響を踏まえ，その教
訓をどう活かすか〜」

北海道大学
学術交流会館
2019 .3 . 19

電力・エネルギ
ー部門

第 22 回エネルギーワンダーランド 四国電力
阿南変換所，徳
島大学
2019 .3 . 26

電力・エネルギ
ー部門

第 14 回 日本のライフラインを支え
る電力設備シンポジウム

徳島県 JA会館
2018 .11 . 6

静止器技術委員
会

第 22 回アナログVLSI シンポジウム 東京工業大学
2018 .4 . 23

電子回路技術委
員会

第 47 回 EMシンポジウム 東京理科大学
2018 .6 . 15

電子回路技術委
員会

2018 International Conference on 
Analog VLSI Circuits（AVIC2018）

Chiang Mai, 
Thailand
2018 .10 . 31
〜 11 .2

電子回路技術委
員会

第 23 回知能メカトロニクスワークシ
ョップ（IMEC2018）

沖縄工業高等専
門学校
2018 .9 . 2, 3

知覚情報技術委
員会

International Power Electrics 
Conference 2018（IPEC2018）ECCE 
ASIA

TOKI MESSE 
Niigata 
Convention 
Center
2018 .5 . 20 〜 24

産業応用部門

The 5th IEEJ international 
workshop on Sensing, Actuation, 
Motion Control, and Optimization
（SAMCON2019）

Chiba 
University
2019 .3 . 4 〜 6

産業応用部門

産業応用フォーラム「第四期モータ
道場」

九州，福島，岐
阜・愛知，滋
賀・大阪，兵
庫・大阪
年 5回

産業応用部門

産業応用フォーラム「第四期パワエ
レ道場」

茨城，名古屋，
東北，東京，大
阪
年 5回

産業応用部門

産業応用フォーラム「第二期メカト
ロ道場」

埼玉・茨城，長
野，愛知，神奈
川，山梨・神奈
川
年 5回

産業応用部門

産業応用フォーラム「磁気浮上技術
の原理と応用」

慶応義塾大学
2018 .5 . 15

リニアドライブ
技術委員会

産業応用フォーラム「International 
Forum on Recent Trends of Power 
Electronics」

千葉工業大学
2018 .5 . 18

半導体電力変換
技術委員会

産業応用フォーラム「上下水道施設
における電気設備のアセットマネジ
メント」

自動車会館
2018 .5 . 18

公共施設技術委
員会

産業応用フォーラム「高速道路交通
管制における ICTの利活用」

電気学会
2018 .6 . 28

ITS 技術委員会

産業応用フォーラム「企業技術者を
対象としたパワーエレクトロニクス
入門講座」

千葉工業大学
2018 .9 . 14

半導体電力変換
技術委員会

技術会合名 開催場所，
開催期間 主催

公開シンポジウム「今，改めて “電
気エネルギー” と “社会” の明日を
考える〜 9.06 ブラックアウト：その
現象と社会的影響，その教訓をどう
活かすか〜」

日本学術会議講
堂
2019 .1 . 17

日本学術会議/
電気学会

第 49 回電気電子絶縁材料システムシ
ンポジウム

愛媛大学
2018 .9 . 10 〜 12

誘電・絶縁材料
技術委員会
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・支部連合大会等の開催実績

6．会誌および図書の発行に関する事項【定款第4条 2号】

（1）電気学会誌の更なる充実
　 　広範囲な分野から分かりやすく，読みやすい記事の企
画・掲載を行うことをこころがけ，各部門の協力も得な
がら，最先端のテーマを取り上げ記事化した。
　 　また，気軽に読める記事「コーヒーブレイク」を引き
続き掲載した。

（2）論文誌の更なる充実
　 　共通英文論文誌の平成 29年の IF（インパクトファク
ター）は 0 .723で，前年の 0 .517から上昇した。数値向
上のための効果的な方策として，被引用回数を増やすた
め，平成 28年度から著名人による解説論文を，各部門
持ち回りで掲載しているが，平成 30年度も引き続き掲
載した。また，共通英文論文誌は，平成 30年 1月から
毎月発行となり，より多くの論文が掲載されるととも
に，掲載までの期間が短縮されている。
　 　英文論文誌 D（IEEJ Journal of Industry Applications）
は，早期の SCI登録申請を目指して，積極的に特集を
企画し，投稿論文を増やす努力を継続した。また，論文
誌 Dに掲載された和文論文の中から，優秀な論文を翻
訳して英文論文誌 Dに掲載することを継続して実施し
ており，平成 30年度は 8件の翻訳掲載を行った。

　 　平成 30年 4月から，新規に投稿されたすべての論文
について，剽窃チェック（Similarity Check）を開始し
た。

大会名 開催場所 発表件数
北海道支部連合大会 北海道大学

2018 .10 . 27
一般講演：150 件

東北支部連合大会 岩手大学
2018 .9 . 6 〜 7

一般講演：266 件

東京支部カンファレン
ス

東京電機大学
2018 .8 . 31

学生研究発表会：150
件
交流セミナー講演：3件
特別講演：1件

東海支部連合大会 名城大学
2018 .9 . 3 〜 4

一般講演：437 件
企画セッション：11 件
シンポジウム：1件
チュートリアル：2件
特別講演：1件

北陸支部連合大会 北陸先端科学技術大学
院大学
2018 .9 . 8 〜 9

一般講演：202 件
招待講演者数：8件
特別講演：1件

関西連合大会 大阪工業大学
2018 .12 . 1 〜 2

一般講演：191 件
招待講演：28 件
ポスターシンポジウ
ム：24 件
特別講演：1件

中国支部連合大会 広島市立大学
2018 .10 . 20

一般講演：249 件

四国支部連合大会 愛媛大学
2018 .9 . 22

一般講演：246 件
特別講演：1件

九州支部連合大会 大分大学
2018 .9 . 27 〜 28

総講演：422 件
招待講演：1件
特別講演：1件
企業講演：2件

・全国大会・部門大会等の開催実績

（4）総合力を発揮した支部活動の展開
　 　本部・部門と連携しつつ地域に密着した事業を展開
し，技術交流や技術研鑽の場の提供を通じ会員サービス
に努め，併せて会員増加を図った。
　 　小中学生を対象とした理科教育への協力，講演会，講
習会，見学会，部門主催研究会への共催のほか，大学に
おける講義（冠講座，寄付講義など），優秀卒業者表彰
なども実施。これらの諸活動においては IEEJプロフェ
ッショナルの協力も得た。
・支部活動の開催実績

大会名 開催場所 参加者数 発表件数
全国大会 北海道科学大学

2019 .3 . 12 〜 14
3 ,316 名 一般講演

　：1,642 件
シンポジウム
　：217 件

A部門（基礎・材
料・共通部門）大会

イーグレひめじ
2018 .9 . 4 〜 5

212 名 179 件

B部門（電力・エネ
ルギー部門）大会

徳島大学
2018 .9 . 12 〜 14

1 ,001 名 409 件

C 部 門（ 電 子・ 情
報・システム部門）
大会

北海道大学
2018 .9 . 5 〜 8

415 名 438 件

D部門（産業応用部
門）大会

横浜国立大学
2018 .8 . 28 〜 30

1 ,277 名 495 件

E部門（センサ・マ
イクロマシン部門）
大会

札幌市民交流プラ
ザ
2018 .10 . 30 〜 11 .1

587 名 257 件

支部
項目 北海道 東北 東京 東海 北陸 関西 中国 四国 九州 計

連合大会・
カンファレ
ンス関係

1 2 1 1 1 1 1 2 1 11

講演会関係 7 28 19 8 8 20 9 4 13 116
講習会関係 5 1 9 2 1 5 5 9 3 40
見学会関係 3 2 21 4 1 3 3 4 3 44
発表会関係 4 1 10 2 2 1 1 1 3 25
その他 0 7 20 15 3 9 8 1 4 67

計 20 41 80 32 16 39 27 21 27 303

技術会合名 開催場所，
開催期間 主催

産業応用フォーラム「ACドライブ
システムのセンサレスベクトル制御
〜基礎から実装，応用例まで（シミ
ュレーションデモ付き）〜」

名古屋大学
2018 .10 . 3

モータドライブ
技術委員会

産業応用フォーラム「演習付講習会
「制御系CADを活用したフィードバ
ック制御系設計講座」

電気学会
2018 .10 . 29

メカトロニクス
制御技術委員会

産業応用フォーラム「研究・開発・
設計に役立つ！モータドライブ機器
のキーコンポーネントと開発ツール
の基礎技術と最新動向」

電気学会
2018 .11 . 8

モータドライブ
技術委員会

産業応用フォーラム「情報と運動を
一体化するインフォモーション工学
とその応用」

首都大学東京
2018 .12 . 17

リニアドライブ
技術委員会

産業応用フォーラム　初心者向け技
術講習会「PMモータドライブの基
礎技術─PMモータのしくみから動
かし方まで─」

筑波大学
2019 .1 . 29

半導体電力変換
技術委員会
モータドライブ
技術委員会

産業応用フォーラム「移動体エネル
ギーストレージの技術動向とその適
用」

電気学会
2019 .2 . 19

自動車技術委員
会

産業応用フォーラム「直流機におけ
る技術継承支援のグローバル化につ
いて」

中央電気倶楽部
2019 .2 . 26

回転機技術委員
会



11

（3）会誌等の発行実績
1）学会誌
①発行内容
　総ページ数，発行部数は次表のようになり，前年度差で
2ページ減，6 ,220部減となった。

②掲載種別とページ数

2）論文誌（部門誌）
①発行内容
　論文誌 A〜 Eの総ページ数は 6 ,068ページとなり，前
年度差で 780ページ増となった。

巻・号（＝月）
ページ数

発行部数
本文 広告 計

138 .4 73　 11　 84 21 ,790
138 .5 60 . 5 5 . 5 66 21 ,290
138 .6 73 . 5 4 . 5 78 20 ,690
138 .7 118　 10　 128 20 ,520
138 .8 69 . 5 8 . 5 78 20 ,320
138 .9 69　 7　 76 20 ,520
138 .10 74　 10　 84 20 ,920
138 .11 64 .5 5 . 5 70 21 ,020
138 .12 60 .5 5 . 5 66 20 ,720
139 .1 69　 11　 80 20 ,820
139 .2 64 . 5 5 . 5 70 20 ,920
139 .3 70　 6　 76 20 ,720
合計 866　 90　 956 250 ,250

＊発行日は毎月 1日

掲載種別 ページ数
巻頭，随想，論説  12
講　演     6
特　集 256
解　説  45
取　材  43
技術探索  45
座談会     0
学生のページ  48
支部のページ  24
コーヒーブレイク     7
その他，トピックスなど     7
技術レポート     0
学会だより  85 .5
電気規格調査会だより     8
技術報告要旨     7
論文誌目次  48 .5
会員の声     0
編集後記・委員会リスト  12
表　紙  12
目次（口絵を含む）  30
その他，奥付など  37
会告 133
広告   90
合計 956

3） 共通英文論文誌（TEEE: IEEJ Transactions on 
Electrical and Electronic Engineering）

　アメリカの John Wiley & Sons社から冊子と電子ジャー
ナル版で出版している。TEEEの総ページ数は 1 ,781ペー
ジとなり，前年度差で 290ページ増となった。

（4）時代の動向や社会のニーズをとらえた出版推進
　 　電気技術の発展に合わせて新刊の技術啓発書を発行し
た。技術報告では各部門，本部を合せて 30点を発行し
た。

1）教科書などの発行　合計 20点，21 ,700部
①新刊：1点，1 ,400部
・技術啓発書 1点，1 ,400部

②重版：19点，20 ,300部
・教科書 15点，18 ,300部

・専門工学書 2点，1 ,000部

Vol.・No.
論文・レター

ページ数 件数
13・4 138 19
13・5 137 18
13・6 130 15
13・7 139 19
13・8 138 21
13・9 150 16
13・10 154 18
13・11 145 19
13・12 157 22
14・1 161 18
14・2 169 21
14・3 163 20

合計 1,781 226

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 雷をひもとけば 2018 .4 . 10 1 , 400

計 1 ,400

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 電気応用（改訂版） 2018 .8 . 15 200
2 高電圧大電流工学 2018 .8 . 15 100
3 電力系統工学 2018 .8 . 30 500
4 電気磁気学基礎論 2018 .9 . 5 1 , 500
5 基礎電磁気学（改訂版） 2018 .9 . 5 2 , 500
6 電気回路論（3版改訂） 2018 .9 . 11 3 , 000
7 発電・変電（改訂版） 2018 .11 . 30 2 , 000
8 送電・配電（改訂版） 2018 .11 . 30 2 , 000
9 電気機器・パワーエレクトロニクス通論 2019 .2 . 5 1 , 000
10 事例で学ぶ技術者倫理 2019 .2 . 15 1 , 000
11 電気機器学基礎論 2019 .2 . 22 1 , 000
12 送配電工学（改訂版） 2019 .2 . 27 1 , 000
13 電気電子材料─基礎から試験法まで─ 2019 .3 . 15 500
14 電気回路論問題演習詳解 2019 .3 . 25 500
15 発変電工学総論 2019 .3 . 29 1500

計 18 ,300

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 DC/DCコンバータの基礎から応用まで 2018 .9 . 15 500
2 リラクタンストルク応用モータ 2019 .1 . 30 500

計 1 ,000

種別
部門誌名

論文・レター 解説・その他
ページ数

合計
ページ数ページ数 件　数

論文誌A 708 107 94 802
論文誌 B 899 108 181 1 ,080
論文誌 C 1,609 225 89 1 ,698
論文誌D 1,036 134 200 1 ,236

英文論文誌D 708 88 6 714
論文誌 E 484 78 76 560
合　計 5,444 740 646 6 ,090
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本部：1点，142部

3）電気規格調査会標準規格の発行
新刊 5点，1 ,296部

4）図書の在庫調整の実施
　図書倉庫に保管されている在庫図書数の適正化を図るた
め，1 ,100部の在庫調整（廃棄）を実施した。
対象図書 1点，1 ,100部

7．調査・研究の実施に関する事項【定款第 4条 3号】

（1）特別技術委員会の活動
　 　「特別技術委員会」制度は電気学会のもつ広範囲な技
術部門を連携し，部門横断あるいは分野横断的な研究調
査活動の推進のため平成 23年度に創設し，将来の安全
安心スマート社会を実現するための電気システムのセキ
ュリティを検討するため「電気システムセキュリティ特
別技術委員会」が発足した。平成 30年度においては，
同特別技術委員会傘下に「Cyber Physical Systems 
Security（第Ⅱ期）特別調査専門委員会」，「自律走行シ
ステムにおける電磁的セキュリティ特別調査専門委員
会」の 2特別調査専門委員会にて，種々の分野において

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1453 本部
スマートグリッドのスマート
ファシリティ内におけるEMC
環境

2019 .2 . 25 142

計 142

№ JEC № 制定・改訂年 規格名 発行日 発行部数

1 JEC─2140 2016 年制定 圧延用交流可変速
電動機（英文版） 2018 .4 . 5 123

2 JEC─TR─
59001 2018 年制定

蓄熱システムによ
るエネルギーサー
ビスに関する標準
仕様

2018 .6 . 15 123

3 JEC─TR─
59002 2018 年制定

蓄電池システムに
よるエネルギーサ
ービスに関する標
準仕様

2018 .8 . 15 127

4 JEC─2520 2018 年制定 ディジタル形電圧
リレー 2018 .9 . 12 800

5 JEC─TR─
59003 2018 年制定

非常用発電機シス
テムによるエネル
ギーサービスに関
する標準仕様

2019 .1 . 30 123

計 1 ,296

№ 書　　名 調整部数
1 志田林三郎傳  1 ,100

計   1 ,100

・技術啓発書 2点，1 ,000部

2）技術報告の発行
新刊 30点，5 ,413部
A部門：7点，1 ,035部

B部門：8点，1 ,681部

C部門：3点，467部

D部門：11点，2 ,088部

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 雷をひもとけば 2018 .6 . 20 500
2 世界を動かすパワー半導体 2019 .1 . 30 500

計 1 ,000

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1367 A PEA 法による空間電荷分布
測定手法の新展開 2018 .8 . 10 144

2 1418 A リソグラフィ将来技術の動向 2018 .4 . 5 139

3 1427 A 磁気利用センシングシステム
の最新動向 2018 .8 . 30 148

4 1432 A テラヘルツ技術の進展と非破
壊検査技術 2018 .7 . 25 152

5 1437 A 電磁界の健康リスク分析の動
向 2018 .8 . 30 149

6 1440 A フォトンとマグノンを活用し
た最先端研究 2018 .10 . 5 154

7 1448 A スマートグリッドにおける
EMC課題 2018 .12 . 5 149

計 1 ,035

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1429 B 給電運用業務に関する支援シ
ステム 2018 .6 . 25 660

2 1430 B 遮断器の多様な設置環境と最
近の環境負荷低減技術 2018 .6 . 25 145

3 1431 B 水力発電所ディジタル保護・
制御装置の汎用品採用実態 2018 .7 . 20 148

4 1436 B
中電圧スイッチギヤの対応規
格と技術動向─ 2002 年以降
の動向─

2019 .1 . 25 150

5 1444 B 避雷器の評価・適用に関する
技術動向 2018 .11 . 5 157

6 1445 B 核融合炉プラント・制御技術 2018 .11 . 5 136

7 1447 B 電力設備等周辺の電磁界計算
における標準モデルの構築 2018 .12 . 10 147

8 1449 B 次世代高温超電導線材のコイ
ル化技術 2019 .2 . 20 138

計 1 ,681

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1420 C
シリコンパワーデバイス・パ
ワー IC の更なる進化および
新材料パワーデバイスの進展

2018 .4 . 25 163

2 1438 C バイオメディカル・フォトニ
クス応用技術 3 2018 .11 . 15 159

3 1441 C
エネルギー分野に関わるビッ
グデータならびにその利用技
術

2019 .3 . 10 145

計 467

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1415 D 直流機における技術継承支援
のグローバル化について 2018 .10 . 5 500

2 1417 D 人や環境のセンシングによる
システム高度化技術 2019 .2 . 20 166

3 1421 D 高機能化のためのモーション
コントロールの最新技術 2018 .5 . 15 184

4 1423 D モーションコントロールの先
進応用の最新技術 2018 .4 . 5 176

5 1424 D 工場電気設備保全へのプロア
クティブ手法の活用 2018 .5 . 30 152

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

6 1426 D 精密サーボシステムを支える
要素技術と制御応用 2018 .5 . 30 165

7 1433 D
持続可能社会の構築に向けた
移動体用電動力応用システム
の技術動向

2019 .2 . 20 155

8 1435 D パワーエレクトロニクス用コ
ントロールシステム構成要素 2018 .12 . 20 142

9 1439 D 鉄道信号設備における接地技
術に関する国内外の動向 2018 .9 . 25 151

10 1442 D 移動体エネルギーストレージ
システムの適用 2019 .3 . 10 145

11 1443 D 発電機励磁系の仕様と特性 2019 .2 . 20 152
計 2 ,088
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調査研究活動を行った。また，山口会長スローガンに基
づき「防災・減災のための電気エネルギーセキュリティ
特別調査専門委員会（仮称）」を設置すべく準備を開始
した。

（2）研究調査活動のための委員会等
1）各種委員会

【新設した専門委員会】
〔A部門〕
・電気電子・絶縁材料分野における量子化学計算の適用調
査専門委員会
・パワーモジュールの電気絶縁信頼性に関する調査専門委
員会
・適用拡大が進むインバータ駆動回転機の絶縁の現状調査
専門委員会
・IoT時代のシステムと EMC調査専門委員会
・プラズマ材料表面処理技術の動向調査専門委員会
・パルス電界による食品殺菌と加工技術調査専門委員会
・高密度エネルギー変換システムのための磁気応用技術調
査専門委員会
・バイオ・医療における磁界・磁性材料の応用研究と産学
官連携調査専門委員会

〔B部門〕
・磁気力を活用した新たな環境技術のフィージビリティと
超電導の役割調査専門委員会
・電力設備等周辺の環境電磁界評価に関する最新動向調査
専門委員会
・一般電気設備における絶縁・EMC設計の解析手法高度
化に関する調査専門委員会
・福島第一原子力発電所廃炉に関わる放射線計測技術調査
専門委員会
・水力発電所における保守・保全業務の効率化に関する技
術調査専門委員会
・電力系統における給電指令と系統操作調査専門委員会
・酸化亜鉛形避雷器の動作責務とエネルギー耐量に関する
技術動向調査専門委員会

〔C部門〕
・産業活用サイバーフィジカルコミュニケーション技術調
査専門委員会
・ICTイノベーションを支えるエンジニアリングデザイン
技術調査専門委員会
・人間支援システムのための情報・制御調査専門委員会
・PID制御の IoTエコシステムに関する調査専門委員会
・技能データの計測・評価・活用に関する調査専門委員会
・実践から学ぶ制御技術教育に関する調査専門委員会

部　　門 新　　設 解　　散 継 続 中
A部門 8 7 14
B 部門 7 13 14
C 部門 23 25 20
D 部門 16 11 19
E 部門 1 4 5
合　計 55 60 72

・データ駆動制御とその産業応用に関する調査専門委員会
・制御・信号処理の技術融合と応用分野拡大に関する調査
専門委員会
・非ノイマン型世代に求められる高機能回路実装技術調査
専門委員会
・EMデバイス・システムの先端技術ならびに応用技術調
査専門委員会
・国際競争力をもつ電子回路技術者育成モデル調査専門委
員会
・ナノエレクトロニクス基盤ヘテロ集積化・応用技術調査
専門委員会
・フレキシブルセラミックスコーティング技術調査専門委
員会
・IoTと持続可能社会に向けた有機・バイオデバイス関連
技術に関する調査専門委員会
・社会課題解決に向けた超スマート社会実現技術調査専門
委員会
・量子・情報・エレクトロニクス医療インタフェース協同
研究委員会（第 II期）
・スマートビジョン技術の社会浸透化協同研究委員会
・横断的波動センシングシステム協同研究委員会
・触覚デバイスのためのアクチュエーション技術協同研究
委員会
・第二期知・技の伝承と複合現実型実応用協同研究委員会
・確率的最適化手法とその周辺技術の適用分野拡大に関す
る技術調査専門委員会
・エネルギーデータを対象とした AI，IoT活用技術協同
研究委員会
・標準データとそのデータベース調査専門委員会
〔D部門〕
・ローカル VPPをめざす分散エネルギー技術調査専門委
員会
・計測・センサ応用による多機能システムの産業応用に関
する調査専門委員会

・非整備環境におけるセンシングとAI技術調査専門委員会
・すべての人々が安心快適に使用できる支援技術の実現化
調査専門委員会
・電機・電子製品の環境影響評価手法の国際標準化調査専
門委員会
・沖縄の自立発展を支援するドローン／ロボットシステム
化技術調査専門委員会
・高速道路交通管制における異常事象の情報提供に関する
調査専門委員会
・産業用リニアドライブの技術動向調査専門委員会
・工場電気設備調査専門委員会
・産業用電気設備の保全技術調査専門委員会
・上下水道施設における制御技術の変遷と最新動向調査専
門委員会
・同期機諸定数調査専門委員会
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・放電・静電気に起因する電子機器の故障・誤動作防止調
査専門委員会
・SiCと GaNと共に発展するパワーエレクトロニクスに
おけるシステムインテグレーション技術調査専門委員会
・交流電源にインタフェースされる電力変換回路および制
御技術調査専門委員会
・電力変換装置における実用的な EMC対策技術調査専門
委員会

〔E部門〕
・スマート社会に向けた高機能・高感度センサ技術に関す
る調査専門委員会

【解散した専門委員会】
〔A部門〕
・進化するテーラーメイドコンポジット絶縁材料に関する
調査専門委員会
・極低温環境下の電気絶縁技術調査専門委員会
・自動車（PHEV/EV）の EMC調査専門委員会
・電気技術オーラルヒストリー調査専門委員会（第 II期）
・強磁界下での材料プロセッシングと生体効果調査専門委
員会
・高性能永久磁石における研究開発動向調査専門委員会
・高繰り返しパルスパワー電源の最新技術と産業応用調査
専門委員会

〔B部門〕
・除染技術への超電導磁気力制御法の適用調査専門委員会
・超電導化に向かう円形加速器調査専門委員会
・超電導バルクの産業応用調査専門委員会
・太陽光発電の長期安定利用技術調査専門委員会
・原子力施設における計装制御への最新技術導入に関する
調査専門委員会
・配電設備の高経年化に対応した技術動向と課題調査専門
委員会
・電力系統用パワーエレクトロニクス機器の解析・シミュ
レータ技術調査専門委員会
・多様な電力・エネルギー要素技術の機能的結合によるシ
ステム高度化協同研究委員会
・給電運用業務に関する支援システム調査専門委員会
・先駆的大電流高エネルギー技術の実用化動向調査専門委
員会
・電磁界解析の高精度化技術調査専門委員会
・中電圧スイッチギヤの適用拡大と海外・特殊仕様対応技
術動向調査専門委員会
・ガス絶縁開閉装置（GIS）に関連する最新規格と今後の
技術動向調査専門委員会

〔C部門〕
・高信頼・高セキュア無線通信ネットワーク技術調査専門
委員会

・PID制御システムの産業適用評価に関する調査専門委員会
・制御工学・制御技術教育に関する調査専門委員会

・人から計測した技能データの制御技術への応用と各種評
価への活用に関する調査専門委員会
・データ駆動制御とモデルベースド制御の相互強化とその
応用展開調査専門委員会
・制御・信号処理の技術融合と新応用分野調査専門委員会
・第 3次・電子回路の教育プログラム調査専門委員会
・超精密周波数計測とその比較技術による回路技術調査専
門委員会
・システム LSIに関連する雑音の影響を低減するための
技術調査専門委員会
・ナノエレクトロニクス新機能創出・集積化技術調査専門
委員会
・フレキシブルコーティング技術調査専門委員会
・フレキシブルなエネルギー・情報・ロボティクスデバイ
ス関連技術に関する調査専門委員会
・日本型インダストリー 4 .0実証検討協同研究委員会
・データによる新社会創造技術協同研究委員会
・ITシステム管理技術向上のためのセキュリティ心理学
協同研究委員会
・先端コヒーレント光源技術調査専門委員会
・量子・情報・エレクトロニクス医療インタフェース協同
研究委員会
・スマートビジョン技術の多様化協同研究委員会
・知・技の伝承と複合現実型実応用協同研究委員会
・触覚デバイスのための計測技術協同研究委員会
・スマートコミュニティモデルの活用・拡張調査専門委員会
・マルチエージェントシステムと確率的最適化手法の融合
に関する技術調査専門委員会
・医療福祉研究マッチングおよび実用化支援システム技術
調査専門委員会
・実社会システムの高度な AI化を目指した機械学習技術
応用協同研究委員会
・都市マルチエージェント・シミュレーション統合手法検
討協同研究委員会

〔D部門〕
・計算知能技術と産業応用のためのベンチマーク問題調査
専門委員会
・Okinawa型ドローン・サスティナブルシステム協同研
究委員会
・高速道路交通管制における提供情報の高度化に関する調
査専門委員会
・実世界ハプティクスの応用技術に関する協同研究委員会
・上下水道施設の効率的運用のためのシステム技術調査専
門委員会
・回転機電磁界解析の実用的総合評価技術調査専門委員会
・用途指向形次世代モータの技術動向調査専門委員会
・分野別サービスロボットのための小形モータおよび実現
化技術調査専門委員会
・需要設備における電力品質向上を目指したメンテナンス
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状と動向調査専門委員会
・分散電源の大量連系解析モデル調査専門委員会
・電力系統の電圧運用・制御技術調査専門委員会
・変圧器の機能・性能の多様化に関する最新動向調査専門
委員会
・次世代直流送配電における電力用コンデンサの役割・性
能調査専門委員会
・規格改訂に向けた交流遮断器の仕様と開閉責務調査専門
委員会

〔C部門〕
・安全制御・故障早期診断と早期耐性設計調査専門委員会
・制御工学および機械学習の相互強化とその応用展開調査
専門委員会
・非線形電子回路の高機能化技術調査専門委員会
・高周波集積回路の高機能・多様化技術調査専門委員会
・アナログ電子回路の発展的設計技術調査専門委員会
・電子回路研究専門委員会
・パワーデバイス・パワー IC高性能化技術調査専門委員会
・拡大する電磁波利用を支える先進的技術調査専門委員会
・次世代化合物半導体デバイスの機能と応用（第二期）調
査専門委員会
・第三期次世代インタラクティブディスプレイ協同研究委
員会
・ナノ材料作製のための最先端レーザプロセッシング技術
調査専門委員会
・光エレクトロニクス材料技術調査専門委員会
・レーザ加工条件選定プロセス検証のための協同研究委員会
・神経工学に関連する将来技術調査専門委員会
・量子ビームによるナノ構造形成とその医療・バイオ応用
技術調査専門委員会
・エネルギー・環境・資源問題の解決に繋がる革新的材料
創出に向けた光・量子ビーム応用技術調査専門委員会
・パワー光源及び応用システム調査専門委員会
・持続可能な社会と先端技術を支えるレーザプロセシング
技術第二期調査専門委員会
・バイオメディカル・フォトニクス先端技術の応用に向け
た協同研究委員会
・ディジタル信号処理システム最適化技術調査専門委員会
〔D部門〕
・民生用低消費エネルギーインテリジェント制御技術動向
調査専門委員会
・IoTプラットフォーム上の制御技術に関する調査専門委
員会

・診断・監視の基盤技術とその応用に関する協同研究委員会
・G空間情報ソリューションを実現する測位技術調査専門
委員会
・電磁アクチュエータシステムのための磁性材料および磁
気現象の技術調査専門委員会
・アクチュエータの多自由度化およびネットワーク化動向

のスマート化動向調査専門委員会
・ワイヤレス電力伝送システムにおけるパワーエレクトロ
ニクス技術調査専門委員会
・次世代自動車用電源システム調査専門委員会
〔E部門〕
・香り環境の計測と制御に関する調査専門委員会
・メタマテリアル・プラズモニック構造を基軸とする新機
能創成に関する調査専門委員会
・MEMSのためのナノ加工技術調査専門委員会
・圧電MEMSデバイス調査専門委員会
【継続中の専門委員会】
〔A部門〕
・高温下における PEA法を用いた空間電荷分布測定の校
正法標準化と PEA法の応用測定技術調査専門委員会
・最新の実用材料を使用した電力機器における絶縁診断技
術調査専門委員会
・先進ナノ材料・構造制御と革新的有機デバイス開発・ラ
イフサイエンス応用調査専門委員会
・EINAマガジン発行Ⅱ協同研究委員会
・電磁界ばく露に関する評価手法の動向調査専門委員会
・電磁界の健康リスク分析調査専門委員会（第二期）
・電子デバイスに対する ESD過渡電磁界の影響評価調査
専門委員会
・21世紀に於ける電力系統技術調査専門委員会
・ナノスケール磁性体の構造・組織解析と創製調査専門委
員会
・磁気センサの高機能とシステム化調査専門委員会
・高周波磁性材料の実用化のための技術動向調査専門委員会
・電力用磁性材料の評価・活用・応用技術調査専門委員会
・光・熱・磁気の相互作用を利用した新規スピンデバイ
ス・ストレージ技術調査専門委員会
・パルス電磁エネルギー技術を用いたビーム物理工学調査
専門委員会

〔B部門〕
・使用環境に対応した配電用絶縁電線・ケーブルおよび付
属品の技術的な変遷と課題調査専門委員会

・送電用ケーブルシステムの現状と技術動向調査専門委員会
・環境負荷の低減を目指したMHD発電技術と応用に関す
る調査専門委員会
・風力発電大量導入時の系統計画・運用・制御技術調査専
門委員会
・再生可能エネルギーの大量導入に向けた水素利用発電技
術調査専門委員会
・高圧配電線耐雷設計の技術変遷と合理化に向けた課題に
関する調査専門委員会
・風力発電設備の耐雷健全性維持技術と法規制・規格調査
専門委員会
・核融合炉シミュレーション技術調査専門委員会
・保護制御システムにおける計器用変成器と関連技術の現
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予測調査専門委員会
・磁気浮上・磁気支持に関する ICT応用技術調査専門委
員会
・モーションコントロールの高性能化に関する調査専門委
員会

・精密サーボシステムのための共通基盤技術調査専門委員会
・上下水道におけるエネルギー活用技術調査専門委員会
・直流機及び高圧電動機のサステナブル技術調査専門委員会
・スマートグリッドの電気事業者・需要家間サービスイン
タフェース技術調査専門委員会
・パワーエレクトロニクスにおける実践的モデリングとシ
ミュレーション技術調査専門委員会
・パワーコンバータに用いられる受動部品の研究・開発お
よび製作技術協同研究委員会
・鉄道の運転に関する概念と用語の国際比較と標準化検討
調査専門委員会
・内外の都市内鉄道技術の相違と特徴に関する調査専門委
員会
・鉄道車両の ICTに関する調査専門委員会
・移動体エネルギーストレージ＆パワーサプライシステム
調査専門委員会
・移動体用電動力応用システムの要素技術調査専門委員会
〔E部門〕
・エレクトロバイオロジー調査専門委員会
・マイクロ・ナノバイオ医療デバイス調査専門委員会
・水センシングに関わる調査専門委員会
・ケミカルセンサ IoT技術に関わる調査専門委員会
・立体構造や柔軟材料への微細加工、実装技術に関する若
手研究者を中心とした調査専門委員会

2）研究会

＊ 「放電」研究会，「プラズマ・パルスパワー」研究会
は，平成 31年 1月より「放電・プラズマ・パルスパ 
ワー」研究会へ統合。
＊ 「フィジカルセンサ」研究会は，平成 31年 1月より
「マイクロマシン・センサシステム」研究会へ統合。

8．標準の制定に関する事項【定款第 4条 3号】

　平成 30年度電気規格調査会（以下 JEC）は，電気機械
器具および材料などの標準化に関する事項を調査審議し，
電気分野における標準化活動を通して，広く社会に貢献す
ることを目的として，下記に重点を置き活動を推進した。
　　1．JEC規格等の制定・改正および普及
　　2．国際電気標準会議（IEC）規格に係わる審議
　　3．日本工業標準規格（JIS）に係わる審議
　　4． 国内外の標準化機関（JISC，日本規格協会ほか）

との協力および連携
　　5．JEC活動の運営改善と活性化の推進
　（注） JEC規格等：JECが定める電気規格調査会標準規

格（JEC規格），電気規格調査会テクニカルレポー
ト（以下 JEC─TR）および電気専門用語集
 JEC：Japanese Electrotechnical Committee
 IEC：International Electro-technical Commission
 JIS：Japanese Industrial Standards

　平成 30年度の活動に際しては，標準化戦略委員会等で
の検討をもとに標準化活動・収支改善に向けた取り組みを

NO 研究会名 略号 開催数 発表論文数 資料予約者数
1

Ａ　

部　

門

教育フロンティア FIE 3 28 28
2 電磁界理論 EMT 4 135 59
3 放電 E D 5 130 ─
4 光応用・視覚 LAV 3 21 37
5 計測 I M 5 48 53
6 誘電・絶縁材料 DEI 7 98 99
7 金属・セラミックス M C 2 30 41
8 マグネティックス MAG 13 208 115
9 電気技術史 HEE 3 28 44
10 電磁環境 EMC 5 75 43
11 プラズマ・パルスパワー PPP 3 68 ─
12 放電・プラズマ・パルスパワー EPP 1 31 80
　 小計 　 54 900 599
13

Ｂ　

部　

門

静止器 S A 4 93 77
14 開閉保護 S P 2 61 61
15 新エネルギ─・環境 FTE 2 43 71
16 原子力 N E 0 0 27
17 電線・ケ─ブル EWC 3 25 59
18 電力技術 P E 3 171 83
19 高電圧 H V 5 147 84
20 超電導機器 ASC 3 33 42
21 保護リレ─システム PPR 2 30 72
22 電力系統技術 PSE 3 159 69
　 小計 　 27 762 645

NO 研究会名 略号 開催数 発表論文数 資料予約者数
23

Ｃ　

部　

門

電子材料 EFM 2 23 37
24 電子デバイス EDD 4 71 51
25 光・量子デバイス OQD 8 54 34
26 電子回路 ECT 7 101 74
27 情報処理 I P 0 0 46
28 通信 CMN 4 68 48
29 情報システム I S 4 60 31
30 医用・生体工学 MBE 2 33 30
31 システム ST 7 133 31
32 制御 CT 13 120 39
33 知覚情報 PI 9 86 21
34 分野横断型新システム創成 CTSI 0 0 0
　 小計 　 60 749 442
35

Ｄ　

部　

門

半導体電力変換 SPC 7 185 168
36 産業計測制御 IIC 5 38 51
37 メカトロニクス制御 MEC 3 31 45
38 モータドライブ MD 5 128 79
39 回転機 R M 6 133 166
40 リニアドライブ L D 4 77 79
41 家電・民生 HCA 4 43 36
42 自動車 V T 3 39 76
43 ITS ITS 4 33 47
44 交通・電気鉄道 TER 5 59 78
45 ものづくり MZK 2 11 24
46 次世代産業システム IIS 7 68 39
47 スマートファシリティ SMF 5 57 32
48 公共施設 PPE 1 10 26
　 小計 　 61 912 946
49

Ｅ
部
門

フィジカルセンサ PHS 2 23 ─
50 ケミカルセンサ CHS 3 38 27
51 マイクロマシン・センサシステム MSS 3 56 49
52 バイオ・マイクロシステム BMS 5 71 22

小計 13 188 98
　 合　　　計 215 3 ,511 2 ,730
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　　 （ 内訳：NP：25，WD：0，CD：97，CDV：60，
FDIS：43，その他：155）

（注記）
TC：Technical Committee，専門委員会
SC：Sub Committee，分科委員会
PC：Project Committee，プロジェクト委員会
WG：Working Group，作業グループ
MT：Maintenance Team，メンテナンスチーム
AhG：Adhoc Group，アドホックグループ
NP：New work item Proposal，新業務項目提案
WD：Working Draft，作業原案
CD：Committee Draft，委員会原案
CDV：Committee Draft for Vote，投票用委員会原案
FDIS： Final Draft International Standard，最終国際規

格案
1） IEC規格への日本規格提案および日本意見の反映の推
進

　 　特に，スマートグリッド関連，パワーエレクトロニク
ス関連，UHV送変電関連および電気材料関連等におい
て，IEC規格への日本規格提案および日本意見の反映な
ど活発な国際標準化活動を推進した。

2） IEC規格への日本規格提案や日本意見を優位に導くた
めの IEC国際役員職務の獲得推進

　 　27の要職に就任（4名が兼務のため 23名）（※は兼
任）
　・Chairman（国際議長）：1名
　　IEC/TC77（電磁両立性）
　・Secretary（国際幹事）：3名
　　IEC/TC120（電気エネルギー貯蔵システム）
　　IEC/TC122（UHV交流送電システム）
　　 IEC/TC123（電力流通設備のアセットマネジメント）

※ 1
　・Convenor（国際主査）：22名
　　IEC/TC2/WG34（回転機）
　　IEC/TC4/WG30（水車）
　　IEC/TC14/MT60076─3（電力用変圧器）
　　IEC/TC14/MT60076─15（電力用変圧器）
　　IEC/TC15/MT3（固体電気絶縁材料）
　　IEC/TC15/MT16（固体電気絶縁材料）
　　IEC/TC17/SC17A/MT62（開閉機器）
　　IEC/TC22/MT3（パワーエレクトロニクス）
　　IEC/TC22/SC22E/WG8（安定化電源装置）
　　 IEC/TC22/SC22F/MT9（送配電システム用パワーエ

レクトロニクス）
　　IEC/TC36/MT17（がいし）
　　IEC/TC68/WG5（磁性合金および磁性鋼）
　　IEC/TC77/SC77B/MT12（電磁両立性高周波現象）
　　 IEC/TC106/JWG12（人体ばく露に関する電界，磁界

及び電磁界の評価方法）※ 2

推進した。 
　以下，重点項目に沿って主要事項を報告する。
（1）JEC規格の制定・改正および普及

1）会合数

2） 部会・標準化委員会の新設（標準特別委員会，IEC国
内委員会を除く）

　・なし
3） 部会・標準化委員会の廃止（標準特別委員会，IEC国
内委員会を除く）

　・ スマートグリッドユーザインタフェース標準化委員会
（3月）

4）JEC規格等の制定・改正［7件］
　［制定：4件］
　・ JEC─2408 インテリジェントパワー半導体モジュール
　・ JEC─TR─59002 蓄電池システムによるエネルギーサ

ービス関する国内標準仕様
　・ JEC─TR─59003 非常用発電機システムによるエネル

ギーサービスに関する国内標準仕様
　・ JEC─TR─40009 可変速揚水発電システム及び可変速

発電電動機
　［改正：3件］
　・JEC─5204 がいし装置及び架線金具
　・ JEC─2470 分散形電源系統連系用電力変換装置（追

補）
　・JEC─5202 ブッシング
5）JEC規格等講習会の開催［6回］
　・ JEC─2470 分散形電源系統連系用電力変換装置（4月

23日）
　・JEC─2330 電力用ヒューズ（10月 9日）
　・ JEC─TR─59001 蓄熱システムによるエネルギーサー

ビス関する国内標準仕様（10月 31日）
　・JEC─2520 ディジタル形電圧リレー（11月 1日）
　・JEC─4001 水車およびポンプ水車（1月 18日）
　・JEC─5204 がいし装置及び架線金具（2月 25日）
（2）IEC規格に係わる審議

 　事業維持員，産業界の国際競争力向上のための IEC/
TC，SC，PC国内委員会を通じ JEC活動の国際化を推
進した。
・IEC国内委員会の担当数：TC：33，SC：13，PC：1
・ IEC規格の審議状況：平成 30年度規格原案国際投票
回答率 100％
　平成 30年度規格原案国際投票回答件数　合計：380件

規格委員総会 1回
規格役員会 6回
標準化戦略委員会及び部会幹事連絡会 9回
表彰委員会 1回
IEC国際活動支援審査委員会 4回
部会 24 回
標準化委員会（標準特別委員会，IEC国内
委員会を含む）

175 回

JIS 原案作成委員会 15 回
合　　計 235 回
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　　 IEC/TC106/MT62226─3─1（人体ばく露に関する電
界，磁界及び電磁界の評価方法）※ 3

　　 IEC/TC106/WG8（人体ばく露に関する電界，磁界及
び電磁界の評価方法）※ 3

　　 IEC/TC106/WG9（人体ばく露に関する電界，磁界及
び電磁界の評価方法）※ 2

　　 IEC/TC112/WG2（電気絶縁材料とシステムの評価と
認定）※ 4

　　 IEC/TC112/WG7（電気絶縁材料とシステムの評価と
認定）※ 4

　　 IEC/TC112/WG8（電気絶縁材料とシステムの評価と
認定）

　　IEC/TC120/WG2（電気エネルギー貯蔵システム）
　　IEC/TC122/WG1（UHV交流送電システム）
　　 IEC/TC123/WG2（電力流通設備のアセットマネジメ

ント）※ 1
3）国際会議の日本開催
　 　IEC/TCのプレナリ，WG/PT/MT等の日本開催：4
会議
　・ IEC/TC109（低圧系統内機器の絶縁協調）/MT1，プ

レナリ
　　2018年 6月 18日〜 6月 21日　東京
　・IEC/TC22（パワーエレクトロニクス）/MT9
　　2018年 10月 22日〜 10月 26日　東京
　・IEC/TC2（回転機）/WG33
　　2018年 10月 24日〜 10月 25日　神戸
　・ IEC/TC123（電力流通設備のアセットマネジメント）

/WG1，WG2，AhG3，プレナリ
　　2018年 11月 20日〜 11月 22日　東京
4）IEC関連国際活動支援の実施
　［国際会議出席旅費支援］（平成 30年度：4件）
　・IEC/TC15 プレナリ会議：支援額 149千円
　・IEC/TC15 プレナリ会議：支援額 150千円
　・ IEC/TC112/WG1，WG2，WG3，WG6，プレナリ会

議：支援額 36千円
　・IEC/TC112/WG4，WG 5会議：支援額 27千円
　［国際会議日本開催支援］（平成 30年度：3会議）
　・IEC/TC2/WG34 会議：支援額 97千円
　・IEC/TC109 プレナリ会議：支援額 148千円
　・IEC/TC22/MT9 会議：支援額 200千円
（3）JISに係わる審議
　　JIS原案審議を 6件実施した。
　［制定：2件］
　・ JIS C61800─5─2 可変速駆動システム（PDS）─第 5─

2部：安全要求事項─機能安全
　・ JIS C2139─1 固体電気絶縁材料の誘電特性及び絶縁

抵抗特性─第 1部：基礎事項
　［改正：4件］
　・ JIS C61000─3─2 電磁両立性─第 3─2部：限度値─

高調波電流発生限度値（1相当たりの入力電流が 20A
以下の機器）

　・JIS C2501 永久磁石試験方法
　・JIS C2502 永久磁石材料
　・ JIS C60664─3 低圧系統内機器の絶縁協調─第 3部：

汚損保護のためのコーティング，ポッティング及びモ
ールディングの使用

（4） 国内外の標準化機関（JISC，日本規格協会ほか）と
の協力および連携

1） IEC国際標準化活動に対する各種支援制度および委
託・請負事業の活用

　 　JISC，日本規格協会ほかによる IEC審議団体への各
種支援制度を活用して，円滑な国際標準化活動に寄与
　①国際業務支援制度の活用
　 　 支 援 額：805 千 円（ 国 際 議 長 TC77， 国 際 幹 事

TC122，TC123）
　②国際幹事等国際会議派遣事業の活用
　　 支援額：3 ,706千円（のべ 13名，若手人材 1名含む）
　③ 省エネルギー等に関する国際標準の獲得・普及推進事

業（省エネルギー等国際標準開発（国際電気標準分
野））に関する受託契約の締結（平成 29年度に 3年間
分獲得）

　　支援額：21 ,616千円（内，旅費支援 51件）
　④ IEC国際会議日本開催支援（APC）制度の活用
　・IEC/TC109/MT1，プレナリ会議：支援額 42千円
　・IEC/TC2/WG34会議：支援額 31千円
　・IEC/TC22/MT9：支援額 100千円
　・IEC/TC123プレナリ会議：支援額 44千円
2）他団体の標準化活動への参画
　① 日本電気技術規格委員会（同　運営会議，技術会議含

む）
　②電気用品調査委員会
　③  IEC活動推進会議（APC）（運営委員会，実行委員

会，SMB対応委員会，広報・人材委員会ほか）
　④ 日本工業標準調査会（標準第二部会，電気技術専門委

員会）
　⑤ JIS原案作成委員会
　⑥ スマートコミュニティ・アライアンス（JSCA）国際

標準化WG
　⑦  IEC SyC（スマートエナジー，スマートシティーズ）

国内委員会
（5）JEC活動の運営改善と活性化の推進
　［JEC広報施策］
　・JEC規格の電子出版
　・電気専門用語集Web化，JIS講習会の開催。
　・ 規格委員総会での JEC功績賞・功労賞の表彰の記事

の掲載働きかけ。（電気新聞，雑誌 OHM，電力時事
通信に掲載）

　・ 電気学会会長と電気規格調査会会長の意見交換会を 8
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月に実施。調査会の課題を共有し，引き続き情報共有
していくことを確認した。

　［感謝状の贈呈］
　・ 委員会活動等への貢献に対する感謝状贈呈および事業

維持員への報告・御礼の実施。（4月：66名，27団
体，10月：134名，39団体）

9．功績の表彰に関する事項【定款第 4条 4号】

（1）電気技術顕彰制度「でんきの礎」の選定
　 　第 12回 4件を選定し，平成 31年 3月 13日の全国大
会で顕彰し，顕彰件数は累計 77件となった。
　・第 12回「でんきの礎」顕彰件名

（2）表彰
　 　令和元年 5月 30日の第 107回通常総会において，名
誉員，功績賞・業績賞・電気学術振興賞・優秀技術活動
賞・特別活動賞受賞者に賞状・賞牌等を贈呈。
・名誉員

堀越正勝（元副会長）
雨谷昭弘（元副会長）
尾形仁士（元副会長）

・令和元年表彰受賞者
第 57 回功績賞（1件）
電力システム工学の発展と日本型先進スマートグリッド構
築への貢献
 横山明彦（東京大学）
第 28 回業績賞（5件）
雷サージ解析手法の精緻化と絶縁協調への適用に対する貢
献
 本山英器（電力中央研究所）
多様な雷性状と対象物の実形状を考慮した雷害対策手法の
確立
 道下幸志（静岡大学）
電気システムの制御・通信技術の進歩に関する学術研究と
産業応用ならびに電気学会活動への貢献
 芹澤善積（電力中央研究所）
自動車用電源技術の発展ならびに学会活動への貢献
 寺谷達夫（古河電気工業）
マイクロ化学センシングデバイスの発展への貢献
 鈴木博章（筑波大学）
第 75 回電気学術振興賞 進歩賞（9件）

顕彰名称 顕彰先 カテゴリー

第
12
回

送信用アレキサンダーソン
型高周波発電機

東芝エネルギーシステム
ズ株式会社 モノ

鉄道信号用電子連動装置
SMILE

公益財団法人鉄道総合技
術研究所，東日本旅客鉄
道株式会社，大同信号株
式会社，日本信号株式会
社，株式会社京三製作所

モノ

電力安定供給を支えた全国
電力融通 電力広域的運営推進機関 こと

電力保安通信用マイクロ波
無線〜仙台─会津若松間無
線回線〜

東北電力株式会社，日本
電気株式会社

モノ・場所・
こと

大規模人体複合物理解析に基づく熱中症リスク管理システ
ムの開発と実用化
 平田晃正（名古屋工業大学）
 江川隆輔（東北大学）
 柏　達也（北見工業大学）
 Laakso, Ilkka（アールト大学）
 堀江祐圭（日本気象協会）
カドミウムフリー電磁開閉器の開発と実用化
 堀田克輝（三菱電機）
 稲口　隆（三菱電機）
 河合秀泰（三菱電機）
275 kV三相一括形ガス絶縁変圧器の実用化による面積世
界最小の 275 kV変電所の実現
 塚尾茂之（東京電力パワーグリッド）
 加川博明（東京電力パワーグリッド）
 吉田　聡（東芝エネルギーシステムズ）
77 kV/66 kV仮設架空ケーブルを保護するギャップレス避
雷装置の開発
 坪井敏宏（東京電力ホールディングス）
 森　政人（東京電力パワーグリッド）
 安食富和（東芝エネルギーシステムズ）
 大﨑榮一（電力機材サービス）
ITER NBI向け−100万 V直流超高電圧電源の開発
 高橋暁史（日立製作所）
 藤田裕幸（日立製作所）
 柏木美恵子（量子科学技術研究開発機構）
世界初の一体輸送を可能とした 550 kVガス絶縁開閉装置
（GIS）の開発

 高尾浩史（東芝エネルギーシステムズ）
 砂塚　隆（東芝エネルギーシステムズ）
 石川　渉（東京電力パワーグリッド）
高密度列車運行技術の汎用化とグローバル化を実現する列
車進路制御技術の開発と実証
 手島久典（日立製作所）
 志村明俊（日立製作所）
 武澤隆之（日立製作所）
空調用低損失昇圧チョッパ回路の開発と実用化
 山梨　泰（東芝キヤリア）
 遠藤隆久（東芝キヤリア）
 石田圭一（東芝キヤリア）
SiC素子を適用した新幹線車両の駆動システムの開発
 佐藤賢司（東海旅客鉄道）
 加藤宏和（東海旅客鉄道）
 福島隆文（東海旅客鉄道）
第 75 回電気学術振興賞 論文賞（9件）
鱗片状窒化ホウ素の配向が静電吸着法で作製したポリメタ
クリル酸メチル／窒化ホウ素コンポジット電気絶縁材料の
電気特性および熱的特性に与える影響
 村上義信（豊橋技術科学大学）
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 宇瀬尚平（川崎重工業）
 山口修平（豊橋技術科学大学）
 川島朋裕（豊橋技術科学大学）
 武藤浩行（豊橋技術科学大学）
 穂積直裕（豊橋技術科学大学）
 長尾雅行（豊橋技術科学大学）
熱・放射線同時照射した難燃 EPRケーブル絶縁体の劣化
加速倍率に関する検討
 三坂英樹（電力中央研究所）
 布施則一（電力中央研究所）
 栗原隆史（電力中央研究所）
 本間宏也（電力中央研究所）
 岡本達希（関東学院大学）
SF6分解ガスを用いた SF6ガス断路器の接触不良診断手法
の検討
 新開裕行（電力中央研究所）
ステップ注入付周波数フィードバック方式に起因する無効
電力振動の継続条件
 佐野憲一朗（東京工業大学）
 岡田有功（電力中央研究所）
 岩月秀樹（中部電力）
電力系統状態推定における不正データ注入攻撃に対するロ
バストなメータ配置
 渡邊　勇（電力中央研究所）
 小野　功（東京工業大学）
初期設定作業を省力化した変電所設備保全センサネットワ
ーク
 大谷哲夫（電力中央研究所）
 宮下充史（電力中央研究所）
 黒野正裕（電力中央研究所）
 石原祐二（東芝エネルギーシステムズ）
 中嶋　高（東京電機大学）
ダイオード整流型磁石フリーモータの提案と原理検証
 平本健二（豊田中央研究所）
 中井英雄（豊田中央研究所）
 加納裕子（豊田中央研究所）
 山田英治（トヨタ自動車）
 水谷良治（古河電気工業）
高生産性・省資源を実現する高加速リニアモータの開発
 青山康明（日立製作所）
 長谷川祐（日立製作所）
 佐々木正貴（日立産機システム）
 中津川潤之介（日立製作所）
 岩路善尚（茨城大学）
スクイーズフィルムダンピング抵抗の制御によるMEMS
マイクロフォンの高 SNR化
 井上匡志（オムロン）
 内田雄喜（オムロン）
 石本浩一（オムロン）

 堀本恭弘（オムロン）
第 75 回電気学術振興賞 著作賞（1件）
雷をひもとけば─神話から最新の避雷対策まで─
 新藤孝敏（電力中央研究所）
第 22 回優秀技術活動賞 技術報告賞（9件）
テラヘルツ技術の進展と非破壊検査技術（技術報告第
1432号）
　テラヘルツ波を用いた非破壊検査技術調査専門委員会
 代表：布施則一（電力中央研究所）
電力系統における蓄電池利用・制御技術（技術報告第
1403号）
　電力系統における蓄電池利用・制御技術調査専門委員会
 代表：石亀篤司（大阪府立大学）
電力需給・周波数シミュレーションの標準解析モデル（技
術報告第 1386号）
　電力需給解析モデル標準化調査専門委員会
 代表：斎藤浩海（東北大学）
系統における開閉現象と高電圧遮断器の開閉責務（技術報
告第 1376号）
　 系統における開閉現象と高電圧遮断器の開閉責務調査専
門委員会

 代表：伊藤弘基（三菱電機）
実務に則した保護リレーシステム技術の基礎の学び方（技
術報告第 1425号）
　 実務に則した保護リレーシステム技術の基礎の学び方調
査専門委員会

 代表：前田隆文（東芝エネルギーシステムズ）
医工連携による医療福祉機器実用化の問題点とその解決法
（技術報告第 1398号）
　医療福祉研究実用化システム構築調査専門委員会
 代表：井上　淳（東京電機大学）
国際標準に基づくエネルギーサービス構築の必須知識〜電
気事業者・需要家のための〜（技術報告単行本）
　 スマートグリッドに関する電気事業者・需要家間サービ
ス基盤技術調査専門委員会

 代表：柳原隆司（RY環境・エネルギー設計）
用途指向形次世代モータと支援要素技術（技術報告第
1405号）
　用途指向形次世代モータと支援要素技術調査専門委員会
 代表：榎本裕治（日立製作所）
パワーエレクトロニクス応用システムのシミュレーション
のための標準的モデル〜スマートグリッド，モータドライ
ブ，自動車分野の解析〜（技術報告第 1382号）
　 パワーエレクトロニクスシミュレーションのための標準
モデル開発協同研究委員会

 代表：野田　琢（電力中央研究所）
第 22 回優秀技術活動賞 グループ著作賞（1件）
リラクタンストルク応用モータ─IPMSM，SynRM，SRM
の基礎理論から設計まで─
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リラクタンストルク応用電動機の技術に関する調査専門
委員会

 代表：森本雅之（東海大学）
第 11 回特別活動賞（2件）
「日本のライフラインを支える電力設備」シンポジウムを
通して電力エネルギー技術の基礎と最新動向を全国の学生
に伝える教育機会の創出と電力エネルギー業界活性化への
貢献
静止器技術委員会

 代表：腰塚　正（東京電機大学）
2018年パワーエレクトロニクス国際会議（IPEC─Niigata 
2018 ECCE─Asia）開催と最大規模の参加者を得ての成功

IPEC─Niigata 2018実行委員会
 代表：佐藤之彦（千葉大学）
（3） フェロー・上級会員・IEEJプロフェッショナルの認

定者数
　 　フェローについては，今年度 29名を認定し合計 223
名となった。
　 　上級会員については，今年度 59名を認定し，合計

1 ,049名となった。
　 　IEEJプロフェッショナルについては，今年度 9名を
認定し合計 179名となった。電気学会寄付講義・初中等
教育支援・各種セミナーなどで幅広く活動した。
　・フェロー認定者

小豆澤照男（ティ─・エイ・ラボ）
五十嵐一（北海道大学）

伊藤　隆（情報通信研究機構）
伊庭健二（明星大学）

岩本光正（東京工業大学）
大崎博之（東京大学）
大澤靖治（京都大学）

大山　力（横浜国立大学）
片貝昭史（住友電気工業）
金澤秀俊（東芝キヤリア）
北野淳一（東海旅客鉄道）
久保田寿夫（明治大学）
鈴木博章（筑波大学）

竹下隆晴（名古屋工業大学）
田中哲雄（神奈川工科大学）

中西要祐（早稲田大学）
七原俊也（東京工業大学）

原口芳徳（テプコカスタマーサービス）
樋口　剛（長崎大学）
福井伸太（東洋大学）
福井千尋（日立製作所）
藤本敏朗（新日本設計）

松井幹彦（元 東京工芸大学）
松村基史（富士電機）
八木裕治郎（富士電機）

八島政史（東北大学）
矢野智昭（宇宙航空研究開発機構）

横山隆一（環境エネルギー技術研究所）
渡辺和夫（千葉大学）

（4）電気規格調査会表彰
　 　電気規格調査会表彰規程に基づき，電気規格調査会功
績賞，功労賞の表彰を実施した。

1）功績賞
　保護リレー装置標準化委員会
　　 従来からの電気機械形リレー，ディジタル形リレーの

両方を対象とした規格に加え，技術進歩の著しいディ
ジタル形リレー専用規格制定により，高性能仕様での
統合・標準化とコスト低減を後押しする徹底した試験
の簡素化の推進，それに基づく JIS, IEC規格への提
言活動を展開した。また，電気規格調査会講習会，電
気学会大会・研究会等での制定規格解説による普及促
進，委員会活動の周知に積極的に取り組み，本分野の
標準化に多大な貢献をした。

　山本恵一
　　 マルチポート系統連系双方向パワーコンバータの日本

提案 IEC国際標準化を行うため，経済産業省自動車
課と国際電気標準課など各方面の協力を取付け，IEC 
SC22E国内委員会のなかに原案作成 GCPC委員会を
設立，その幹事として精力的に活動した。また，IEC
の NP提案に当たり国内外のエキスパートの確保と国
際規格の原案作成に尽力し，2017年 5月の IEC62909

─1発行に極めて多大な貢献を果たした。
2）功労賞
　唐鎌敏夫
　　 2009年（平成 21年）のパワーエレクトロニクス部会

発足に当たり，その体制確立・構築に参画，その後，
部会・委員会の幹事を兼務し，長年の間，複数の会の
円滑運営に多大な貢献を続けた。特に，2009年に日
本で初めて開催された IEC TC22 Plenary会議おい
て，運営の要となって多大な貢献をした。さらに，
IECでの活動を積極的に行い，日本の存在感を海外に
示した。幹事業務に加え，多数の規格の制定・改正に
も委員・Expertとして積極的に参画し，JECのみな
らず，JIS, IEC規格開発活動に大きな貢献をした。特
に，日本提案の新しい IEC規格の制定に積極的に関
与し，その制定に多大な貢献をした。

（5）学術振興助成
　 ・平成 30年大会ならびに研究会における優秀論文発表
の表彰

大会ならびに研究会 表彰件数
全国大会 40
Ａ部門大会 3
Ｂ部門大会 5
Ｃ部門大会 7
Ｄ部門大会 8
Ｅ部門大会 3
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（6）学術奨励賞
　 　本年度を以って制度を廃止した。

10．教育に関する事項【定款第 4条 5号】

（1）技術者教育の着実な推進と体制の整備
　 　電気電子・情報系 CPD協議会と連携調整して進めて
いる「CPD記録管理システム」について，「電気学会
CPD認定技術者の認定制度」の周知に努め，新たに 4
名を認定した。CPD登録会員の増員に取り組み 213名
まで増加した。
　 　また，日本工学教育協会の「工学教育調査研究連合委
員会」に参画し，工学系学協会が抱える工学・技術者教
育に関する課題の共有や解決のために，学協会教育担当
者が集い議論等なされた。

（2）初等・中等・高等教育機関への教育支援
　 　初等中等教育理科支援では，IEEJプロフェッショナ
ルと学会組織（東京支部，電気の知識WGなど）や会
員（電気理科クラブ）との連携協力により，日刊工業新
聞社主催の「モノづくり体感スタジアム」，東京都小平
市教育委員会と連携した中央公民館での「ジュニア科学
研究室」，「東京タワー・キッズ環境科学博士」の工作教
室，文部科学省「土曜学習応援団」などの理科教育支援
活動が行われた。
　 　また，日本工学会の「科学技術人材育成コンソーシア
ム」に参画し，初等中等教育への科学技術人材育成支援
と社会における技術者の活躍を促進した。
　 　高等教育支援として平成 30年度の「電気学会寄付講
義」を 23校（大学 15校，高専 8校）で開講し，教育機
関，教員，学生へのアンケート結果では，高い満足度を
確認した。

（3）JABEE認定審査事業の着実な取り組み
　 　JABEE審査事業については，「電気電子及び関連の工
学分野」，「工学（融合複合・新領域）関連分野」，「一斉
審査」，「予備審査」の各審査を円滑に実施した。

（4）技術者倫理の恒常的活動の推進
　 　技術者倫理の普及や教育支援活動として，倫理講演会
（4回／年），研修会（H30 .8），特別企画（H30 .12），フ
ォーラム（H31 .3），全国大会でのシンポジウム
（H31 .3）を開催した。

　 　また，関連学協会との連携として，日本工学会技術倫
理協議会へ参画し，公開シンポジウムを共催した。

11．�国内外の関係学術団体との協力および連携に関す
る事項【定款第 4条 6号】

（1） 国際活動の積極的推進と国際活動が容易にできる仕組
みの構築

　① ISPSD（パワー半導体デバイス国際シンポジウム）
2018シカゴ大会（5月）の準備と開催を支援し，盛会
裏に終了した。

　② ICEE（電気技術国際会議）2018ソウル大会（6月）
の準備と開催を支援し，盛会裏に終了した。また，
JICEE編修委員会の運営や出版事業を支援した。

　③ 各部門での国際会議（IPEC, AVIC, IWPI, IWFCV等）
の開催を支援し，盛会裏に終了した。

　④ 5月の中国（CAST）年会で専務理事が講演，7月の
韓国（KIEE）大会で会長が基調講演を実施した。電
気学会全国大会で大韓電気学会会長やその関係者との
交流会を実施した。

　⑤ マレーシア（IEM）主催の ASEAN-ESE2018に国際
活動委員会副委員長が出席し，交流した。

　⑥ 平成 28年度から導入した新予算方式により，国際活
動資金および国際会議準備金の取り扱いに変更が生じ
たことから，国際会議規程細目を改正した。併せて，
関連する会計規程についても会計会議にて改正した。

　⑦ 論文や大会の投稿，入会手続きなど主要な項目をホー
ムページ上で日本語と英語を併記する等，広報委員会
と連携して推進する体制を構築した。

・国際会議開催実績一覧表
　 　平成 30年度に電気学会主催で開催した国際会議は以
下のとおりである。

（2）助成
　 　国際交流基金および桜井基金を原資とする国際交流活
動に対する助成を次のとおり行った。
①外国研究者の招聘助成
　平成 30年度実績なし。
②国際会議への出席助成

国際会議名 開催場所・期間 開催概要
International 
Conference on 
Electrical Engineering 
2018（ICEE2018）（日
本，韓国，中国，香港
の各学会との共催）

Korea University, 
Seoul, Korea（韓国，
ソウル）
2018 .6 . 24 〜 28

論文件数：635 件
（内，日本から 137 件）
大会参加者数：825 名
（内，日本から 180 名）

年度 出席者 会合名 開催地 助成額
（千円）

H30 上 瀧嶋健太
（東洋大学大学
院）

20th European 
Conference on Power 
Electronics and 
Applications
（2018 .9 . 18─20, 
Latvia）

ラトビア 120

Ａ部門各種研究会 14
Ｂ部門各種研究会 11
Ｃ部門各種研究会 10
Ｄ部門各種研究会 16
Ｅ部門各種研究会 2
電気・情報関係学会北海道支部連合大会 5
電気関係学会東北支部連合大会 8
電気関係学会東海支部連合大会 18
電気関係学会北陸支部連合大会 8
電気関係学会関西連合大会 7
電気 ･情報関連学会中国支部連合大会 8
電気関係学会四国支部連合大会 10
電気関係学会九州支部連合大会 16

合計 199
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③桜井基金による海外派遣

（3）広範な学会活動の推進
　 　電気・情報関連学会連絡協議会（電気学会，照明学
会，電子情報通信学会，映像情報メディア学会，情報処
理学会の総務企画担当役員・事務局代表，年 2回）およ
び日本工学会の事務研究会（年 11回）に参画し，会員
数増加や財務の改善，法人運営，刊行物の電子化，情報
発信，事務局運営などについて幅広く情報交換を行っ
た。
　 　また，日本学術会議の理学・工学系学協会連絡協議会
への参画や，日本機械学会，電子情報通信学会との会長
懇談会を通じて，分野横断的工学連携について意見交換
を行った。
　 　日本技術士会とは 2カ月に 1回の定例会を行い，CPD
（継続研鑽）プログラム相互活用の活発化を図り，イベ
ントの相互参加人数が増加した。
　 　また，日本工学会の「技術倫理協議会」，「科学技術人
材育成コンソーシアム」，「CPD連絡協議会」に，議長，
代表等の立場で積極的に参画し，プレゼンスの向上，情
報交換と連携強化に務めた。

12．その他法人運営等に関する事項

（1）一般社団法人としての的確な組織運営
　 　平成 24年度の一般社団法人移行後，関係する法令・
定款・規程類に基づき，総会・理事会等を的確かつ円滑
に運営し，平成 30年の通常総会においては事業報告，
決算報告，公益目的支出計画実施報告を行った。また，
内閣府への公益目的支出計画実施報告を遺漏なく完了し
た。

（2）新グランドデザイン，会長スローガン
　 　平成 30年度は，会長スローガンとして「電気学会は
広く社会に開かれたイノベーションのプラットフォーム
を目指す」を掲げ，下記を実施した。
　① 社会，産業界のニーズと大学・公的研究機関等のマッ

チングの場：
　　a.  学術活動マッピングの学会 HPへの掲載と全国大会

での発表。
　　　 　学術活動の見える化として，平成 29年度の会長ス

ローガン「部門横断で未来のスマート社会を！」に
基づいて取り纏めた学術活動マッピングを，関係技
術委員会とのリンクを張って学会 HPに掲載した。

　　b.  各部門の最新の学術活動を学会 HPや大会等で公表
し，見える化するよう，検討を進めた。

　　c.  防災・減災のための電気エネルギーセキュリティー
特別調査専門委員会（部門横断，文理融合）の設立
準備を進めた。

　　d.  北海道ブラックアウトに関する公開シンポジウム

H30上 佐藤祐介
（茨城大学大学
院）

IEEE-PEMC 2018
（2018 .8 . 26─30, 
Hungary）

ハンガリー 120

H30 上 山下勝也
（宮崎大学）

36th Electrical 
Insulation Conference
（2018 .6 . 17─20, 
America）

アメリカ 90

H30 上 酒井義知
（東京理科大
学）

IEEE International 
Symposium on 
Circuits and Systems 
2018
（2018 .5 . 27─30, Italy）

イタリア 120

H30 上 秋元祐太朗
（小山工業高等
専門学校）

24th International 
Conference on 
Electrical Engineering
（2018 .6 . 24─28, 
Korea）

韓国 60

H30 上 舩木修平
（島根大学大学
院）

Coated Conductors 
for Applications 2018
（2018 .9 . 10─13, 
Austria）

オーストリア 120

H30 下 落合健太
（名古屋大学大
学院）

2018 IEEE 
Conference on 
Electrical Insulation 
and Dielectric 
Phenomena
（2018 .10 . 21─24, 
Mexico）

メキシコ 156

H30 下 小林聖人
（神戸大学大学
院）

The 44th Annual 
Conference of the 
IEEE Industrial 
Electronics Society
（2018 .10 . 21─23, 
America）

アメリカ 78

H30 下 松原慎治
（名城大学大学
院）

2018 IEEE 
Conference on 
Electrical Insulation 
and Dielectric 
Phenomena
（2018 .10 . 21─24, 
Mexico）

メキシコ 156

H30 下 町田恒介
（群馬大学）

2018 IEEE 14th 
International 
Conference on 
Solid-state and 
Integrated Circuit 
Technology
（2018 .10 . 29─11 .4, 
China）

中国 52

H30 下 高森太郎
（東京理科大
学）

The 44th Annual 
Conference of the 
IEEE Industrial 
Electronics Society
（2018 .10 . 21─23, 
America）

アメリカ 78

H30 下 佐々本凌
（福岡大学）

2018 IEEE 
Conference on 
Electrical Insulation 
and Dielectric 
Phenomena
（2018 .10 . 21─24, 
Mexico）

メキシコ 156

H30 下 中川秀紀
（東京電機大
学）

2019 Joint MMM-
Intermag Conference
（2019 .1 . 14─18, 
America）

アメリカ 150

年度 出席者 会合名 開催地 助成額
（千円）

H30 上 齋藤陽太
（茨城大学大学
院）

IEEE-PEMC 2018
（2018 .8 . 26─30, 
Hungary）

ハンガリー 120

H30 上 戸沢梢乃
（函館工業高等
専門学校）

24th International 
Conference on 
Electrical Engineering
（2018 .6 . 24─28, 
Korea）

韓国 60
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を開催し，ブラックアウトの現象解説や停電の影
響，これからのインフラ形成に向けての提言を行
った。（1/17 学術会議，3/13 全国大会（札幌），
3/19 B部門（札幌））。

　②電気に関する知識を体系的・継続的に提供する場：
　　a.  電気の知識WG，各部門支部の啓発活動，外部組織

（他学会，公益団体等）との連携について，関連委
員会で検討を進めた。

　③ 電気工学の社会的効用・社会に与える影響を解り易く
発信する場：① a. b, c, d．に含む。

　　 　また，経営企画委員会は，戦略的事業の実施状況の
フォローおよび次年度案件の審査，平成 28年度会長
提言「国際化活動についての方向性について」で確認
した検討課題をフォローし，理事会に報告，関連事業
への反映を行った。

（3）国際化・国際会議
　 　共通英文論文誌について，平成 30年 1月号から月刊
化，会員閲覧・ダウンロードの無料化とともに，ページ
数制約の解消を図ったことを受け，各種の特集企画を進
めた。また，著しい発展が見込まれるアジア地域との連
携強化を図るための調査を行うこととした。
　 　国際会議については，ICEEはアジアを中心とする電
気工学国際会議としての地位向上・発展を目指すととも
に，外国学会との個別国際交流についても積極的に支援
し，拡大することとした。本部国際活動準備金を本部国
際活動に柔軟に活用できるよう関連規定の改正を行っ
た。

（4）新進会員活動委員会
　 　学会の将来を担う若手中堅会員にとって学会の魅力が
向上するよう改善提案をいただくため，経営企画委員会
のもとに新進会員活動推進委員会を設置し，前年度の学
会 HPのモバイル対応や情報アクセス性向上，SNSの
広報活用の提案に基づき，次項の通り広報委員会の活動
をサポートした。また，新たな出版物や，中学校・高等
学校等との教育連係など幅広い検討を行った。

（5）広報活動の充実強化
　 　広報委員会主体に，学会 HPのモバイル機器対応や情
報アクセス性向上のリニューアルを行い，本部分は 2月
にリリースした。部門，支部，JEC，英文化対応は次年
度計画に織り込み済みである。
　 　SNS情報発信について，広報委員会の下に SNS運営

WGを置き，取材情報の取り扱いに関するガイドライン
を制定し，Twitter，Facebook，YouTubeを介した学会
情報発信を開始した。
　 　経産省・文科省の記者クラブに随時，公開シンポジウ
ムや各種イベント案内，あるいは「でんきの礎」小冊子
発行などのプレスリリースを実施した。
　 　平成 30年は電気学会創立 130周年にあたることか
ら，創立 130周年記念座談会記事が雑誌 OHM平成 30

年 6月号に掲載され，学会 HPでも公開した。座談会は
オーム社の提案によるもので，平成 30年 2月に各部門
と新進会員活動委員会から推薦された若手・中堅会員が
参加して行われ，司会は平成 29年度の総務企画理事が
務めた。

（6）キャンペーン月間「でんきの月」
　 　社会を支える電気の働きと役割を見つめ直すため，毎
年 3月を「でんきの月」と定めている。昨年に引き続き
キャンペーン活動として 3月は入会金免除とした他，で
んきの月活動参加団体と協力して小中高生を対象の作文
コンテストを実施した。

（7）会員制度の充実
　 　会員増加のため，部門大会や支部各種イベント開催に
際して入会キャンペーン（会費減免の特典付与）を実施
した。効果が認められる方策は今後も継続する。

（8）旧五反田分室の売却
　 　創立 100周年記念事業の一環で取得した五反田分室
は，事務局市ヶ谷移転後は賃貸物件として保有してきた
が，収益性が乏しいため，簿価相当で売却し，収益は
OA積立金として学会運営基盤強化のために活用を図る
こととした。

（9）コンプライアンスと風土改革
　 　支部・支所の 9月末決算資料について会計処理の適否
を確認した。また，支部連合大会の今年度幹事学会にあ
たる支部の決算資料について的確処理を事前に確認し
た。
　 　電気学会事務局においては，課長会を中心とした課題
解決を継続して実施した。

 以上

付録　平成 30年度末事業維持員一覧（50音順）

REJ，IHI，愛工大興，アイコクアルファ，愛知金属工業，
愛知製鋼，愛知電機，秋田県公営企業課，秋田石油備蓄，
旭化成延岡動力部，旭化成水島製造所，安治川鉄工，アル
トナー，イームル工業，池上通信機，イシメックス，伊藤
忠テクノソリューションズ，茨城電設，イビデン，岩崎通
信機，イワブチ，ウシオ電機，宇都宮電機製作所，宇部興
産，エクォス・リサーチ，SWTS Pte Ltd，エナジーサポ
ート，NTTファシリティーズ，エネゲート，エネルギア・
コミュニケーションズ，エネルギー総合工学研究所，荏原
製作所，愛媛県公営企業管理局，大井電気，大阪ガス，大
阪市立科学館，大崎電気工業，大林組，オーム社，沖縄エ
ネテック，沖縄電気保安協会，沖縄電力，オクトーバー・
スカイ，音羽電機工業，オリエンタルモーター，オリジン
電気，オリンパス，開発電子技術，岳南建設，カシオ計算
機，カネカ，川北電気工業，川崎重工業，関西電気保安協
会，関西電力，関電工，関東電気保安協会，北九州エル・
エヌ・ジー，北芝電機，北日本電線，君津共同火力，九州
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電気保安協会，九州電力，九州旅客鉄道，九電工，九電テ
クノシステムズ，キューヘン，京三製作所，近畿日本鉄
道，きんでん，金邦電気，クラレ，栗田工業，栗原工業，
栗本鐵工所，京王電鉄，経済産業省産業技術環境局，京成
電鉄，京阪電気鉄道，京浜急行電鉄，原子力発電訓練セン
ター，コイト電工，高速道路総合技術研究所，弘電社，香
蘭社，コーセル，コットレル工業，小松製作所，五洋建
設，コロナ社，埼玉配電工事，相模鉄道，サクサ，佐藤建
設工業，山陰放送，三英社製作所，三英電業，サンケン電
気，サンコーシヤ，三社電機製作所，サンテック，三美印
刷，山洋電気，山陽電気鉄道，GSユアサ，CKD日機電
装，シーテック，JR東日本情報システム，ジェイアール
西日本コンサルタンツ，JXエンジニアリング，JNC，JFE
スチール，JFEプラントエンジ，ジェイテクト，JPハイ
テック，JPビジネスサービス，ジェイファスト，滋賀県
工業技術総合センター，四国計測工業，四国総合研究所，
四国電気保安協会，四国電力，四国旅客鉄道，指月電機製
作所，芝浦メカトロニクス，四変テック，島津製作所，清
水建設，首都高速道路，ショウエイ，昭電，昭和電業，昭
和電工，昭和電線ケーブルシステム，信越エンジニアリン
グ，新京成電鉄，シンデン，新電元工業，シンフォニアテ
クノロジー，スタンレー電気，住重プラントエンジニアリ
ング，住電機器システム，住友化学，住友共同電力，住友
精化，住友電気工業，住友電工ウインテック，スリーエム 
ジャパン，正興電機製作所，セイブ，西武鉄道，西部電
機，ゼネラルエンジニアリング，全国電気管理技術者協会
連合会，ソニー，大気社，ダイキン工業，大成建設，大
電，大同信号，太平電業，ダイヘン，泰和電気工業，タツ
タ電線，谷川電機製作所，玉川製作所，タムラ製作所，中
央製作所，中央送電工事，中外炉工業，中興電機，中國計
器工業，中国電機製造，中国電気保安協会，中国電力，中
電技術コンサルタント，中電工，中電シーティーアイ，中
電プラント，中部精機，中部電気保安協会，中部電力，千
代田化工建設，通研電気工業，津田電線，TLC，TDM，
帝人，TDK，鉄道建設・運輸施設整備支援機構，鉄道総
合技術研究所，テプコシステムズ，電気安全環境研究所，
電気技術開発，電気興業，電気書院，電機精工社，電源開
発，デンソー，テンパール工業，電洋社，電力計算センタ
ー，電力時事通信社，電力中央研究所，電力テクノシステ
ムズ，東海コンクリート工業，東海旅客鉄道，東京エネシ
ス，東京ガス，東京急行電鉄，東京製綱インターナショナ
ル，東京地下鉄，東京電設サービス，東京電力ホールディ
ングス，東京都下水道局，東京都交通局，東京都立産業技
術研究センター，東京配電工事，東京発電，東京変圧器，
東光高岳，東光電気工事，東芝，東芝 ITコントロールシ
ステム，東芝インフラシステムズ，東芝システムテクノロ
ジー，東芝プラントシステム，東芝三菱電機産業システ
ム，東神電気，東ソー，東電設計，東電同窓電気，東燃化

学，東武鉄道，東邦電気，東北計器工業，東北電機製造，
東北電気保安協会，東北電力，東北発電工業，東北ポー
ル，東洋エンジニアリング，東洋鋼鈑，東洋システム，東
洋電機製造，東レ，トーエネック，トーキン，戸上電機製
作所，徳島県企業局，徳島県立工業技術センター，トクデ
ン，戸田工業，栃木県電気工事，特許庁，富山共同自家発
電，トヨタ自動車，豊田中央研究所，中日本高速道路，名
古屋鉄道，那須電機鉄工，七星科学研究所，南海電気鉄
道，西日本高速道路，西日本高速道路エンジニアリング中
国，西日本電線，西日本プラント工業，西日本旅客鉄道，
ニシム電子工業，日刊工業新聞社，日産自動車，日新製
鋼，日新電機，日新電機商事，ニッタン，日鉄エンジニア
リング，日鉄エンジニアリング室蘭製鐵所，日鉄住金テッ
クスエンジ，日東工業，日東電工，日本エヌ・ユー・エ
ス，日本エレクトロヒートセンター，日本オーチス・エレ
ベータ，日本ガイシ，日本ガイシ研究開発本部，日本カタ
ン，日本貨物鉄道，日本軽金属，日本計測器製造所，日本
下水道事業団，日本原子力研究開発機構，日本原子力発
電，日本高圧電気，日本工営，日本鋼構造協会，日本信
号，日本精工，日本製鋼所，日本製紙，日本電気，日本電
気協会，日本電気計器検定所，日本電機工業会，日本電信
電話，日本電設工業協会，日本電設工業，日本ネットワー
クサポート，日本美的，日本放送協会放送技術研究所，日
本無線，ネクスコ・エンジニアリング新潟，ネクスコ東日
本エンジニアリング，能美防災，ハイデンハイン，長谷川
電機工業，パナソニック，パナソニックエコソリューショ
ンズ社，阪急電鉄，阪神電気鉄道，東日本高速道路，東日
本旅客鉄道，日立金属，日立金属電線材料カンパニー，日
立工機，日立国際電気，日立産機システム，日立製作所，
日立造船，日立パワーソリューションズ，日立三菱水力，
ファナック，フジクラ，富士通，富士電機，不二電機工
業，富士・フォイトハイドロ，古河電気工業，ペガサスソ
フトウェア，ホーチキ，北電テクノサービス，北陸計器工
業，北陸電気工事，北陸電機製造，北陸電気保安協会，北
陸電力，北陸発電工事，北海電気工事，北海道電気保安協
会，北海道電力，北海道旅客鉄道，本州四国連絡高速道
路，本田技術研究所，マキタ，三井化学，三菱ケミカル，
三菱電機，三菱電機エンジニアリング，三菱電機コントロ
ールソフトウェア，三菱電機特機システム，三菱電機プラ
ントエンジニアリング，三菱電機ホーム機器，三菱日立パ
ワーシステムズ，美和電気，明電舎，明和製作所，森永乳
業，矢崎エナジーシステム，安川電機，山形県企業局，山
梨県企業局，ヤマハ発動機，山本電機製作所，ユアテッ
ク，ユーラスエナジーホールディングス，四電エナジーサ
ービス，四電エンジニアリング，四電技術コンサルタン
ト，リコー，量子科学技術研究開発機構，菱電エレベータ
施設，菱電商事，レーザーシステム，和歌山共同火力，渡
辺電機製作所
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平成 30 年度決算報告

（1）貸借対照表

財務諸表等
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（2）正味財産増減計算書
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（3）財務諸表に対する注記
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（4）附属明細書
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公益目的支出計画実施報告書 

 

 

 

【平成 30 年度 （平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで）の概要】 

 

１．公益目的財産額 1,618,621,453 円 

２．当該事業年度の公益目的収支差額（①＋②－③） 688,294,867 円 

 

①前事業年度末日の公益目的収支差額 607,815,125 円 

②当該事業年度の公益目的支出の額 604,613,821 円 

③当該事業年度の実施事業収入の額 524,134,079 円 

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額 930,326,586 円 

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由 

計画作成時点の見込みに比べ，継１（研究発表会）における公益目的支出の額並びに実施事業収入の額が見込みを大きく上
回ったこと，及び継２（会誌）・継３（研究調査）の公益目的支出の額が見込みを下回ったことなどにより，当該事業年度末日の
公益目的収支差額が計画における見込み額を下回ったものである。なお，公益目的支出計画の実施期間があと４年間で
ある一方，公益目的収支差額が計画を 387,770,536 円下回っているため，今後，適切な段階で公益目的支出計画の見
直しを検討して対応していくものとする。 

 

 

【公益目的支出計画の状況】 

 

公益目的支出計画の 完了予定
事業年度の末日 

①．計画上の完了見込み 平成 35 年 3 月 31 日 

②．①より早まる見込みの場合  

 

 
前事業年度 当該事業年度 翌事業年度 

計画 実績 計画 実績 計画 

公益目的財産額 1,618,621,453 円 1,618,621,453 円 1,618,621,453 円 1,618,621,453 円 1,618,621,453 円 

公益目的収支差額 922,341,774 円 607,815,125 円 1,076,065,403 円 688,294,867 円 1,229,789,032 円 

公益目的支出の額 540,357,534 円 577,230,134 円 540,357,534 円 604,613,821 円 540,357,534 円 

実施事業収入の額 386,633,905 円 505,302,903 円 386,633,905 円 524,134,079 円 386,633,905 円 

公益目的財産残額 696,279,676 円 1,010,806,328 円 542,556,050 円 930,326,586 円 388,832,421 円 
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（2）収支計算書



42



43



44



45



46



47




